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第１章 はじめに
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平成27年法改正に至るまでの経緯

「巨大災害発生時における災害廃棄物対策のグランドデザインについて」（平成26年３月）

「巨大災害発生時における災害廃棄物に係る対策スキームについて」（平成2７年２月）

➢ 環境省では平成25年度から「巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会」（平成27
年度より「大規模災害発生時における災害廃棄物対策検討会」に改称。）において、大規模災
害への対応を考慮した総合的な災害廃棄物対策の検討を実施。

➢ 平成26年３月に、大規模災害発生時の取組の基本的な方向について、「巨大災害発生時にお
ける災害廃棄物対策のグランドデザインについて」として中間とりまとめを行い、その中で、
巨大地震発生時の災害廃棄物の発生量、既存の廃棄物処理施設の処理可能量等を試算や巨大災
害の発生に向けた対策のあるべき方向として５つの事項が示した。

（１）膨大な災害廃棄物の円滑な処理の確保
（２）東日本大震災の教訓を踏まえた、発災前の周到な事前準備と発災後の迅速な対応
（３）衛生状態の悪化・環境汚染の最小化による国民の健康の維持
（４）強靱な廃棄物処理システムの確保と資源循環への貢献
（５）大規模広域災害を念頭に置いたバックアップ機能の確保

➢ 「巨大災害発生時における災害廃棄物に係る対策スキームについて」では制度的な側面
からの論点整理を踏まえた災害廃棄物処理に係る基本的な考え方を整理し、平時の備え
から大規模災害発生時の措置に至るまで、切れ目のない対応が行われるよう、災害廃棄
物対策に係る措置の拡充を図ることとしており、これを受けて、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律（平成27年法律第58号。以下
「平成27年改正法」という。）が平成27年７月17日に公布（同年８月６日から施行）。
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2-1 平成27年法改正事項の活用状況と課題

第２章 これまでの災害廃棄物対策の進捗と課題
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（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律
及び災害対策基本法の一部改正の概要

２－1 平成27年法改正事項の活用状況と課題
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平成27年法改正の概要
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平成27年法改正の概要

※ 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該災害による生活環境の悪化を防止
することが特に必要と認められるもの（東日本大震災やそれを超える規模の著しく激
甚な非常災害の場合等）

※ ※
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阪神・淡路大震災
東日本大震災

マグニチュード 9.0
震度7
災害廃棄物発生量
約3,100万トン

マグニチュード 7.3
震度7
災害廃棄物発生量
約1,500万トン平時の廃棄物処理

体制で対処可能な
規模の災害

地方自治体
の判断

政令指定
災対法

第86条の5関連

発
生
す
る

廃
棄
物
の
量

災害の規模 大小

南海トラフ巨大地震
災害廃棄物発生推計量
最大約4億2,000万トン※1

首都直下地震
災害廃棄物発生推計量
最大約1億1,000万トン※2

※1出典：南海トラフ巨大地震対策について
(R7.3 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ)

※2出典：巨大災害発生時における災害廃棄物対策の
  グランドデザインについて（H26.3 環境省）

※3出典：災害廃棄物対策推進検討会（R6.4 環境省）

災害対策基本法に基づき処理指針を策定、特例基準を適用

地方自治法に基づく市町村から都道府県への事務委託

廃棄物処理法に基づく特例措置を使用

廃棄物処理法に基づく平時の備え

災害対策基本法に基づく環境大臣による代行を実
施（被災市町村の要請＋一定の要件※）

※処理の実施体制、専門知識・技術の必要性、広域処理の必要性

少

多

災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置の考え方

平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

災害廃棄物発生推計量
日本海溝:最大約7,400万トン※3

千島海溝:最大約4,000万トン※3
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○市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例

（法第９条の３の２）

○市町村から災害廃棄物の処分の委託を受けた者による一般廃棄物処理施設の設置の特
例（法第９条の３の３）

○産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例に係
る事後届出の特例（法第15条の２の５第２項）

（○廃棄物処理法施行規則の一部を改正する省令（令和２年７月16日公布））

○災害廃棄物処理に係る再委託の特例（施行令第４条第３号）

災害廃棄物処理に係る廃棄物処理法上の特例

特例の概要（廃棄物処理法）

○東日本大震災の際には、一自治体では処理しきれない膨大な量の災害廃棄物を処理す
る仕組みが整備されておらず、災害廃棄物処理の遅れが指摘された。

○東日本大震災の教訓・反省を踏まえ、平時から通常規模の災害への対策を強化すべく、
廃棄物処理法を改正し、災害廃棄物処理の基本原則や関係者の役割等を規定した上、
手続簡素化等の特例規定を措置。

○上記では対応することが困難な大規模災害については、災害対策基本法を改正し、環境
大臣の代行規定を措置。

特例に係る経緯（平成27年法改正）
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災害廃棄物処理に係る廃棄物処理法上の特例の考え方

○主に自然災害を対象とし、平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害のこと。

○個々の災害が廃棄物処理法上の特例の対象となる「非常災害」に該当するかについては、
市町村又は都道府県において判断。

非常災害とは

条例について

○法第９条の３の３のように「政令に定める事項について条例で定めるところにより」などと
規定されている場合には、設置予定の施設が所在する各市町村において、特例規定を
受けた条例の制定が必要。

○施設設置にあたっての手続を条例にゆだねているのは、地域住民からの意見聴取の方
法や期間等の具体的な手続については、住民に身近な市町村が地域の実情に応じて適
切な手続を定めるべきものと考えられるため。

○災害廃棄物は一般廃棄物であり、市町村に統括的な処理責任がある。
○特例規定を活用することで手続は簡素化されるが、平時の一般廃棄物処理と同様に適正
な処理がされているか確認する必要がある。
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市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例（法第９条の３の２）

○市町村がその一般廃棄物処理計画において、災害廃棄物を処理するための施設につい
て規定し、都道府県知事がその施設についてあらかじめ設置の同意を与えていた場合に
は、都道府県知事による技術上の基準を満たすことの確認の手続（最大30日）を省略で
きることとするもの。

特例の内容

特例活用に必要な手続

○以下の事項について条例において定められていること。

①生活環境影響調査書の公衆への縦覧及び利害関係者の意見提出機会付与の対象となる施設種類

②生活環境影響調査書の縦覧の場所及び期間

③利害関係者の意見の提出先及び提出期限

④その他申請書を作成するにあたって必要な事項

○以下の事項を記載した協議書を都道府県知事に提出、同意を得ていること。

①一般廃棄物処理施設を設置することが見込まれる場所

②一般廃棄物処理施設の種類

③一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類

④一般廃棄物処理施設の処理能力

⑤一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画

⑥一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画
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市町村から災害廃棄物の処分の委託を受けた者による一般廃棄物処理施設の設置の特例
（法第９条の３の３）

○市町村から災害廃棄物の処分の委託を受けた事業者が、一般廃棄物処理施設を設置し
ようとするときは、都道府県知事への届出で足りることとしたもの。

特例の内容

特例活用に必要な手続

○以下の事項について条例において定められていること。

①生活環境影響調査書の公衆への縦覧及び利害関係者の意見提出機会付与の対象となる施設種類

②生活環境影響調査書の縦覧の場所及び期間

③その他申請書を作成するにあたって必要な事項

④利害関係者の意見の提出先及び提出期限

○市町村が、災害廃棄物の処分を事業者に委託していること。

○当該事業者が、都道府県知事に届出をすること。

活用事例（熊本市）
平成28年熊本地震の発災を受け、平成28年12月に以下のとおり条例を改正。

・対象施設：焼却施設のみ。

・縦覧期間：１月間。ただし、市長が特に必要と認める場合は、短縮可能。

平成29年１月に特例に基づく届出により、受託者が二次仮置場に

移動式破砕機等を設置。迅速な設置・稼働により災害廃棄物を迅速に処理。
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平時における一般廃棄物処理施設の設置手続
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災害時における一般廃棄物処理施設の設置手続の特例
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産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての
特例に係る事後届出の特例（法第15条の２の５第２項）
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災害廃棄物の処理施設設置に係る適用法令判定フロー

建築基準法第51条（抄）
（卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置）
第五十一条 都市計画区域内においては、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他政令で定める処理施設の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が決定しているもので
なければ、新築し、又は増築してはならない。ただし、特定行政庁が都道府県都市計画審議会（その敷地の位置を都市計画に定めるべき者が市町村であり、かつ、その敷地が所在する市町村に市町村都市計画審
議会が置かれている場合にあつては、当該市町村都市計画審議会）の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障がないと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範囲内において新築し、若しくは増築する場
合においては、この限りでない。

既存の産業廃棄物
処理施設か



18

廃棄物処理法施行規則の一部を改正する省令（令和２年７月16日施行）

産業廃棄物処理施設において処理可能な一般廃
棄物（災害廃棄物）については、当該施設が有す
る廃掃法第15条第１項の許可に係る産業廃棄物と
同一種類のものに限定。

→特に、法第15条の２の５第２項の特例が活用可
能な産業廃棄物処理施設の種類と、当該施設で処
理可能な一般廃棄物（災害廃棄物）の種類が省令
で限定的に列挙されていた（法施行規則第12条の
７の16第１項）。

・廃プラ類の破砕施設であれば、廃プラ類
・木くずの破砕施設であれば、木くず
など、特例的に処理可能な施設と一般廃棄物（災
害廃棄物）の種類を限定的に列挙

従前の運用（平成27年法改正時点）

災害により、既存の産業廃棄物処理施設で処理が必
要な施設について自治体に要望を調査し、要望があっ
た場合には、災害毎に特例省令を制定。

→法第15条の２の５第２項の特例省令の制定により、
産業廃棄物安定型最終処分場が活用可能になったほか、
次に掲げる中間処理施設においても一般廃棄物（災害
廃棄物）の処理が可能となった。

・汚泥の脱水・乾燥・焼却施設であれば、汚泥
・廃油の油水分離・焼却施設であれば、廃油
・廃酸又は廃アルカリの中和・焼却施設であれば、

廃酸又は廃アルカリ
など、特例的に処理可能な施設と一般廃棄物（災害廃
棄物）の種類を拡大

災害毎の特例省令での対応（平成28年～）

災害毎に自治体に調査して特例省令を都度制定することなく、産業廃棄物処理施設において処理する
産業廃棄物と同様の性状を有する（当該産業廃棄物処理施設の設置許可に係る産業廃棄物と同一の種
類に限らず）災害廃棄物を事後届出により処理することができるよう、制度を恒久化

令和2年改正省令による対応
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廃棄物処理法施行規則の一部を改正する省令（令和２年７月16日施行）
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災害廃棄物処理に係る再委託の特例（施行令第４条第３号）

○市町村は、非常災害時においては、規則第１条の７の６に定める要件（再委託基準）に
従って、処理の再委託ができるとするもの。

特例の内容

特例による効果

○多量の業務が発生する非常災害時において、災害廃棄物処理の委託が代表１者との契
約で可能となり、市町村の事務量の大幅な軽減となる。

①日常生活に伴って生じたごみ、し尿その他の一般廃棄物の収集、運搬、処分又再生を委託しないこと。

②受託者が市町村からの受託業務を委託する者（以下「再受託者」という。）が次のいずれにも該当すること。

（イ） 当該受託者から委託を受ける業務を遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、当該業
務の実施に関し相当の経験を有すること。

（ロ） 廃棄物処理法第７条第５項第４号イからヌまで（いわゆる欠格要件）のいずれにも該当しないこと。

（ハ） 自ら当該受託者から委託を受ける業務を実施すること。

（ニ） 市町村と当該受託者との間の委託契約（以下「一次委託契約」という。）に係る契約書に、当該受託者が
一般廃棄物の収集、運搬、処分又は再生を委託しようとする者として記載されていること。

③ 再受託者に委託する業務に係る委託料が当該業務を遂行するに足りる額であること。

④ 一般廃棄物の収集とこれに係る手数料の徴収を併せて委託するときは、一般廃棄物の収集業務に直接従
事する者がその収集に係る手数料を徴収しないようにすること。

⑤ 当該委託に係る一般廃棄物の適正な処理が確保されるよう、再受託者に対する必要かつ適切な監督を行
うこと。

再委託基準
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該当条文一覧

（非常災害により生じた廃棄物の処理の原則）
第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は生活環境に重大な被害を生じさせるものを
含むおそれがあることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止しつつ、その適正な処
理を確保することを旨として、円滑かつ迅速に処理されなければならない。
２ 非常災害により生じた廃棄物は、当該廃棄物の発生量が著しく多量であることを踏まえ、その円滑
かつ迅速な処理を確保するとともに、将来にわたつて生ずる廃棄物の適正な処理を確保するため、分
別、再生利用等によりその減量が図られるよう、適切な配慮がなされなければならない。

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】

（非常災害時における連携及び協力の確保）
第四条の二 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、第二条の三に定める処理の原則にのつとり
、非常災害時における廃棄物の適正な処理が円滑かつ迅速に行われるよう、適切に役割を分担すると
ともに、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。
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（基本方針）
第五条の二 環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量その他その適正な処理
に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定
めなければならない。
２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。
一～二 （略）
三 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策を推進するための基本的事項
四 廃棄物の処理施設の整備に関する基本的事項
五 非常災害時における前二号に掲げる事項に関する施策の推進を図るために必要な事項
六 （略）
３～４ （略）

該当条文一覧

（都道府県廃棄物処理計画）
第五条の五 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量その他その
適正な処理に関する計画（以下「廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。
２ 廃棄物処理計画には、環境省令で定める基準に従い、当該都道府県の区域内における廃棄物の減量
その他その適正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 （略）
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事項
三 一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制に関する事項
四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項
五 非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策を実施するために必要な事項
３～４ （略）
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該当条文一覧

（市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例）
第九条の三の二 市町村は、非常災害が発生した場合に非常災害により生ずる廃棄物の処分を行うため
に設置する必要があると認める一般廃棄物処理施設について、一般廃棄物処理計画に定め、又はこれ
を変更しようとするときは、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に協議し、その同意を得
ることができる。
２ 市町村が前項の同意に係る一般廃棄物処理施設を設置しようとする場合における前条の規定の適用
については、同条第九項中「第二項及び第三項の規定は」とあるのは「第二項の規定は、」と、「、
第四項の規定は前項の規定による届出をした市町村について準用する」とあるのは「準用する」と、
「、第四項中「一般廃棄物処理施設を設置してはならない」とあるのは「第八条第二項第四号から第
七号までに掲げる事項の変更をしてはならない」と読み替える」とあるのは「読み替える」とし、同
条第三項及び第四項の規定は、適用しない。

（一般廃棄物処理施設の許可）
第八条 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設で政令で定めるもの（以下単に「ごみ処理施設」という。）、し尿処理施設（浄化槽法第二条第一号に規定する浄化槽を除
く。以下同じ。）及び一般廃棄物の最終処分場で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しようとする者（第六条の二第一項の規定により一般廃棄物を処分
するために一般廃棄物処理施設を設置しようとする市町村を除く。）は、当該一般廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなけ
ればならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 一般廃棄物処理施設の設置の場所
三 一般廃棄物処理施設の種類
四 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類
五 一般廃棄物処理施設の処理能力（一般廃棄物の最終処分場である場合にあつては、一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）
六 一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画
七 一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画
八 一般廃棄物の最終処分場である場合にあつては、災害防止のための計画
九 その他環境省令で定める事項

３～６ （略）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】
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（法第九条の三第二項等の政令で定める事項）
第五条の六 法第九条の三第二項（同条第九項（法第九条の三の二第二項の規定により読み替えて適用する場合及び法第九条の三の三第三項において読み替えて準
用する場合を含む。）において読み替えて準用する場合を含む。第一号において同じ。）の政令で定める事項は、次のとおりとする。
一 法第九条の三第二項の規定による同条第一項に規定する調査の結果を記載した書類の公衆への縦覧及び意見書を提出する機会の付与の対象となる一般廃棄物処
理施設の種類
二 法第九条の三第一項に規定する調査の結果を記載した書類の縦覧の場所及び期間
三 一般廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する者が生活環境の保全上の見地から提出する意見書の提出先及び提出期限
四 その他法第九条の三第一項に規定する法第八条第二項各号に掲げる事項を記載した書類を作成するに当たつて必要な事項

該当条文一覧

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令】
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該当条文一覧

（非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例）
第九条の三の三 市町村から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者は、当該処分を行う
ための一般廃棄物処理施設（一般廃棄物の最終処分場であるものを除く。）を設置しようとするとき
は、第八条第一項の規定にかかわらず、環境省令で定めるところにより、同条第二項各号に掲げる事
項を記載した書類及び当該一般廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響に
ついての調査の結果を記載した書類を添えて、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。
２ 前項の規定による届出をしようとする者は、同項に規定する第八条第二項各号に掲げる事項を記載
した書類を作成するに当たつては、政令で定める事項について条例で定めるところにより、前項に規
定する調査の結果を記載した書類を公衆の縦覧に供さなければならない。この場合において、当該一
般廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する者は、政令で定める事項について条例で定めるとこ
ろにより、当該届出をしようとする者に対し、生活環境の保全上の見地から意見書を提出することが
できる。
３ 第九条の三第三項から第十項まで及び第十二項の規定は第一項の規定による届出について、第九条
第三項の規定は当該届出をした者について準用する。この場合において、第九条の三第三項、第四項
、第八項及び第九項中「市町村」とあるのは「非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者
」と、同項中「第二項及び」とあるのは「第九条の三の三第二項の規定及び」と、「第二項中」とあ
るのは「同条第二項中「前項の」とあるのは「次項において準用する第九条の三第八項の」と、」と
、第九条第三項中「第一項ただし書」とあるのは「第九条の三の三第三項において準用する第九条の
三第八項」と、「同条第二項第一号」とあるのは「第八条第二項第一号」と、「当該許可」とあるの
は「当該届出」と読み替えるものとする。
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該当条文一覧

（一般廃棄物処理施設の許可）
第八条 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設で政令で定めるもの（以下単に「ごみ処理施設」という。）、し尿処理施設（浄化槽法第二条第一号に規定する浄化槽を除
く。以下同じ。）及び一般廃棄物の最終処分場で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しようとする者（第六条の二第一項の規定により一般廃棄物を処分
するために一般廃棄物処理施設を設置しようとする市町村を除く。）は、当該一般廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなけ
ればならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 一般廃棄物処理施設の設置の場所
三 一般廃棄物処理施設の種類
四 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類
五 一般廃棄物処理施設の処理能力（一般廃棄物の最終処分場である場合にあつては、一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）
六 一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画
七 一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画
八 一般廃棄物の最終処分場である場合にあつては、災害防止のための計画
九 その他環境省令で定める事項

３～６ （略）

（法第九条の三の三第二項等の政令で定める事項）
第五条の六の二 法第九条の三の三第二項前段（同条第三項において読み替えて準用する法第九条の三第九項において読み替えて準用する場合を含む。）の政令で
定める事項は、次のとおりとする。
一 法第九条の三の三第二項（同条第三項において読み替えて準用する法第九条の三第九項において読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）の規
定による法第九条の三の三第一項に規定する調査の結果を記載した書類の公衆への縦覧の対象となる一般廃棄物処理施設の種類

二 法第九条の三の三第一項に規定する調査の結果を記載した書類の縦覧の場所及び期間
三 その他法第九条の三の三第一項に規定する法第八条第二項各号に掲げる事項を記載した書類を作成するに当たつて必要な事項

２ 法第九条の三の三第二項後段の政令で定める事項は、一般廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する者が生活環境の保全上の見地から提出する意見書の提
出先及び提出期限とする。

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令】

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】
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該当条文一覧

（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例）
第十五条の二の五 産業廃棄物処理施設の設置者は、当該産業廃棄物処理施設において処理する産業廃
棄物と同様の性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものをその処理施設において処理する
場合において、あらかじめ、環境省令で定めるところにより、その処理施設において処理する一般廃
棄物の種類その他環境省令で定める事項を都道府県知事に届け出たときは、第八条第一項の規定にか
かわらず、同項の許可を受けないで、その処理施設を当該一般廃棄物を処理する一般廃棄物処理施設
として設置することができる。
２ 前項に規定する場合において、非常災害のために必要な応急措置として同項の廃棄物を処理すると
きは、同項の規定にかかわらず、その処理を開始した後、遅滞なく、その旨及び同項に規定する事項
を届け出ることをもつて足りる。

（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例の対象となる一般廃棄物）
第十二条の七の十六 法第十五条の二の五第一項の環境省令で定める一般廃棄物は、次の各号に掲げる産業廃棄物処理施設の種類に応じ、当該各号に定め
る一般廃棄物（当該産業廃棄物処理施設に係る法第十五条第一項の許可に係る産業廃棄物と同一の種類のものに限る。）とする。
一～六 （略）

２ 非常災害のために必要な応急措置として非常災害により生じた廃棄物を処理するときは、法第十五条の二の五第一項の環境省令で定める一般廃棄物は
、前項の規定にかかわらず、令第七条各号に掲げる産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物と同様の性状を有する一般廃棄物とする。

３ （略）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則】
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該当条文一覧

（産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る届出）
第十二条の七の十七 法第十五条の二の五第一項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 産業廃棄物処理施設の設置の場所
三 産業廃棄物処理施設の種類
四 産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類（当該施設が前条第一項第四号の二に掲げる施設である場合にあつては、石綿含有産業廃棄
物を処理する旨）

五 産業廃棄物処理施設に係る許可の年月日及び許可番号
六 産業廃棄物処理施設の処理能力（当該施設が産業廃棄物の最終処分場である場合にあつては、廃棄物の埋立処分の用に供される場所（既に廃棄物が
埋め立てられている場所を除く。）の面積及び残余の埋立容量）

七 法第十五条の二第四項の規定により産業廃棄物処理施設に係る法第十五条第一項の許可に付された条件
八 産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類ごとの処理量（当該施設が前条第一項第四号の二に掲げる施設である場合にあつては、石綿
含有一般廃棄物の処理量を含み、当該施設が前条第一項第五号の二又は第六号に掲げる施設（水銀処理物に係るものに限る。）である場合にあつては
、水銀処理物の処理量を含む。）の見込み

九 前条第二項の場合にあつては、非常災害により当該一般廃棄物が生じた時期及び地域
２ 法第十五条の二の五第一項の規定による届出は、当該届出に係る一般廃棄物の処理を開始する日の三十日前までに、前項に掲げる事項を記載した届出
書を都道府県知事に提出して行うものとする。ただし、都道府県知事がこれによることが困難な特別の事情があると認める場合には、この限りでない。

３～５ （略）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則】
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（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準）
第四条 法第六条の二第二項の規定による市町村が一般廃棄物の収集、運搬又は処分（再生を含む。）
を市町村以外の者に委託する場合の基準は、次のとおりとする。
一 受託者が受託業務（非常災害時において当該受託者が他人に委託しようとする業務を除く。）を
遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、受託しようとする業務の実施に関し相当
の経験を有する者であること。
二 （略）
三 受託者が自ら又は非常災害時において環境省令で定める基準に従つて他人に委託して受託業務を
実施する者であること。
四～八 （略）
九 第七号の規定に基づき指定された一般廃棄物の処分又は再生の場所（広域臨海環境整備センター
法第二条第一項に規定する広域処理場を除く。）が当該処分又は再生を委託した市町村以外の市町村
の区域内にあるときは、次によること。
イ 当該処分又は再生の場所がその区域内に含まれる市町村に対し、あらかじめ、次の事項を通知す
ること。
（１） （略）
（２） 受託者（非常災害時において当該受託者が受託した一般廃棄物の処分又は再生を他人に委
託して実施する場合にあつては、当該受託者及び当該処分又は再生を委託しようとする者）の氏
名又は名称及び住所並びに法人にあつては代表者の氏名
（３）・（４） （略）
ロ （略）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令】

該当条文一覧
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該当条文一覧

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則】

（受託者が他人に委託して一般廃棄物の収集、運搬、処分等を行う場合の基準）
第一条の七の六 令第四条第三号の規定により非常災害時において受託者が受託業務を他人に委託して実施する場合の基準は、次のとおりとする。
一 日常生活に伴つて生じたごみ、し尿その他の一般廃棄物の収集、運搬、処分又は再生を委託しないこと。
二 受託者が受託業務を委託する者（次号及び第五号において「再受託者」という。）が次のいずれにも該当すること。
イ 当該受託者から委託を受ける業務を遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、当該業務の実施に関し相当の経験を有すること。
ロ 法第七条第五項第四号イからルまでのいずれにも該当しないこと。
ハ 自ら当該受託者から委託を受ける業務を実施すること。
ニ 市町村と当該受託者との間の委託契約に係る契約書に、当該受託者が一般廃棄物の収集、運搬、処分又は再生を委託しようとする者として記載さ
れていること。

三 再受託者に委託する業務に係る委託料が当該業務を遂行するに足りる額であること。
四 一般廃棄物の収集とこれに係る手数料の徴収を併せて委託するときは、一般廃棄物の収集業務に直接従事する者がその収集に係る手数料を徴収しな
いようにすること。

五 当該委託に係る一般廃棄物の適正な処理が確保されるよう、再受託者に対する必要かつ適切な監督を行うこと。

（市町村の処理等）
第六条の二 市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び
処分（再生することを含む。第七条第三項、第五項第四号ニからヘまで及び第八項、第七条の三第一号、第七条の四第一項第五号、第八条の二第六項、第九
条第二項、第九条の二第二項、第九条の二の二第一項第二号及び第三項、第九条の三第十二項（第九条の三の三第三項において準用する場合を含む。）、第
十三条の十一第一項第三号、第十四条第三項及び第八項、第十四条の三の二第一項第五号、第十四条の四第三項及び第八項、第十五条の三第一項第二号、第
十五条の十二、第十五条の十五第一項第三号、第十六条の二第二号、第十六条の三第二号、第二十三条の三第二項、第二十四条の二第二項並びに附則第二条
第二項を除き、以下同じ。）しなければならない。

２ 市町村が行うべき一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下この項において同じ。）の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準において海洋を投
入処分の場所とすることができる一般廃棄物を定めた場合における当該一般廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染等及び海上災害の防止に
関する法律（昭和四十五年法律第百三十六号）に基づき定められた場合におけるその投入の場所及び方法に関する基準を除く。以下「一般廃棄物処理基準」
という。）並びに市町村が一般廃棄物の収集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準は、政令で定める。

３～７ （略）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】
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（２）平成27年改正法の活用状況と課題

２－1 平成27年法改正事項の活用状況と課題
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調査の概要について

◼ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律（平成27年法律第58号）、廃
棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成27年政令第275号）及び廃棄物の処理及
び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成27年環境省令第27号）は平成27年７月17日に公布
され、同年８月６日に施行された。現行の制度を点検し、今後の制度見直しを行うため、法改正事項の自治体
の活用状況や課題等について調査を実施。

◼ 災害対策基本法の改正内容については、環境大臣が主体となって行う事項であり、また改正以降実施した例が
ないため、今回の調査内容から除外した。

調査① 調査②

調査① 調査②

対象 都道府県
市区町村、
一部事務組合
広域連合

市区町村
一部事務組合

回収率 都道府県：100％
（47/47）
市区町村：100％
（1,741/1,741）
一部事務組合：100％
（548/548）

市区町村：84.4
（1,470/1,741）
一部事務組合：38.3％
（209/545）

備考 ー ※構成自治体が主体となる事
項が大半のため、一部事務組
合は参考調査とし、市区町村
からの回答について検証を実
施。
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調査①

平時の備えを強化するための関連規定の整備
廃掃法第２条の３、第４条の２、

第５条の２、第５条の５関係
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平時の備えを強化するための関連規定の整備（災害廃棄物処理計画）

・都道府県の災害廃棄物処理計画の策定率は100％である。一方、市区町村の同計画の策定率は86％(令和
６年３月末時点)。

・都道府県の同計画の策定率は100％だが、計画を見直ししたことがある都道府県は５割程度。

・ 「実効性確保のための見直し」又は「計画の参考となる指針等の改定」を契機として、計画を見直す自
治体が４割程度。

・人員や専門知識の不足が災害廃棄物処理計画策定及び見直しの課題として挙げられており、策定の検討に
至っていない自治体も３割程度。

・仮置場の確保や候補地の選定に関する検討は、都道府県で５割程度、市区町村で８割程度実施されている。
実際に候補地の選定が済んでいる自治体は、都道府県で３割程度、市区町村で６割程度である。

・同計画で想定されている災害は地震に対応しているものが大半であり、風水害への対応は低い。

同法第５条の２第２項第５号（基本方針）
同法第５条の５第２項第５号（都道府県廃棄物処理計画）に関する調査結果

・全ての自治体で災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するためには同計画の策定率100％※１を達成す
る必要があり、市区町村においても策定をより一層推進する必要がある。都道府県においては、計画の実効
性※２の向上のため、計画の見直しの一層の推進を図る必要がある。

・指針等の改定時に処理計画の見直しのポイントも合わせて通知を行うことが考えられる。

・各地方環境事務所で行う自治体の災害廃棄物対策の推進のためのモデル事業を引き続き実施することや、
令和５年度に環境省が策定した「災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドライン」の更なる周知等により、実
効性のある計画の策定を図る必要がある。

※１．第五次循環型社会形成推進基本計画における災害廃棄物処理計画策定率目標100％（2030年度）

※２．災害廃棄物処理計画における水害の想定率は３割程度（令和５年３月時点）

今後の対応の方向性
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平時の備えを強化するための関連規定の整備（災害協定）

・災害時の協定が締結されている自治体は都道府県のうち９割程度、市区町村においては６割程度。

・災害時の協定を締結していても支援協定リストや関係者の連絡先リストを作成していない自治体も一定数
存在する。

・民間事業者との災害時の協定について、都道府県では産業廃棄物処理事業者と９割程度、市区町村では一
般廃棄物処理事業者と６割程度協定を締結しているが、解体事業者との協定締結は都道府県では４割程度、
市区町村では１割程度。

・災害時の協定の締結における課題について、市区町村においては「協定内容の不足」が４割程度、「協定
締結先の候補が不足」も４割程度であり、人員・専門知識の不足も課題としてあげられている。

廃掃法第４条の２（非常災害時における連携及び協力の確保）に関する調査結果

・協定を締結していない場合、事業者の選定や契約内容の検討により災害廃棄物処理の着手が遅れることが
懸念されるため、協定締結のための手引きやひな形の策定、締結事例の紹介等を行うことにより自治体の協
定締結を支援し、合わせて支援協定リスト、関係者の連絡先リストについても作成を促す。

・大規模災害時は公費解体等が実施されることから、建設事業者や解体工事業者等との協定締結を推進する
必要がある。

今後の対応の方向性
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平時の備えを強化するための関連規定の整備（教育・訓練）

・災害時の廃棄物処理対応に関する研修や訓練を都道府県は９割程度が定期的に実施しているが、市区町村
の実施率は２割程度。

・７割程度の市区町村は、災害時の廃棄物処理対応に関する研修や訓練を実施するためのノウハウがないと
の課題認識。

廃掃法第５条の２第２項第５号（基本方針）に関する調査結果

・片付けごみの収集や仮置場の運営など実務を担う市区町村の研修、訓練の実施が災害廃棄物の適正かつ円
滑・迅速な処理のために必要であるため、研修の標準的なカリキュラムの作成や、各地方環境事務所及び都
道府県が開催する研修・訓練への市区町村職員の参加を促すことが必要である。

今後の対応の方向性
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調査②

災害時における廃棄物処理施設の新設
又は活用に係る特例措置の整備

廃掃法９条の３の２、第９条の３の３、
第15条の２の５、同法施行令第４条第３号関係
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災害時における廃棄物処理施設の新設又は活用に係る特例措置の整備の活用状況と課題①

・都道府県知事との協議の実施及び同意を得た事例がある自治体は全体の１％程度。そのうち、５割は特定非常
災害等大規模災害時を主として、都道府県知事への届出を実施。

・都道府県知事との協議の実施及び同意を得た事例がない自治体のうち、「既存の一般廃棄物処理施設の処理能
力で賄えるため」との理由が４割程度、「仮置場における一般廃棄物処理施設の設置に必要な面積を確保できな
いため」との理由が１割程度。一方で、特例規定に関する認識が不足していた自治体が２割程度。

・都道府県知事との協議の実施及び同意を得た事例がない自治体のうち、「大規模な災害が発生していないため、
事前届出を検討していない」との理由が５割程度。

廃掃法第９条の３の２（市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例）に関する調査結果

・特例規定を活用するために必要な条例等を制定した自治体は全体の１割未満。条例等を制定した自治体は、他
自治体の条例を参考としている。一方で、条例等を制定しておらず、今後も制定を検討していない自治体は、
「どのような内容を制定すればよいのか分からない」「条例等を制定する手続きが煩雑」という理由が多い。

・条例等の制定を検討していない自治体のうち、特例規定に関する認識が不足していた自治体が２割程度。

廃掃法第９条３の３（市町村から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例）に関する調査結果

・廃掃法第９条の３の２及び同法第９条の３の３の特例規定の内容について事務連絡の発出や講演を通して再周
知を行うとともに、災害廃棄物対策の平時からの検討の重要性・必要性についても引き続き周知を行う。

・関係機関や都道府県と連携して、市区町村において、国有地や都道府県有地等市区町村有地以外の候補地を含
め適当な候補地の選定が進むよう効果的な支援措置を講ずる。

・「廃棄物処理法第９条の３の３に係る災害廃棄物処理の特例措置における自治体の事例策定事例（環境省作
成）」の更新を行い、活用事例等を提示する。

今後の対応の方向性
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災害時における廃棄物処理施設の新設又は活用に係る特例措置の整備の活用状況と課題②

・特例規定を活用した自治体のうち、特例規定活用にあたり「特に課題はない」という意見が７割程度。一方、
特例規定を活用したかった施設が「法第15条の許可を必要とする施行令第７条に記載のない類型の施設であっ
た」ことに課題を感じていた自治体もあった。

・特例規定に関する認識が不足している自治体が１割程度。

・同特例の活用には、発災時の迅速な特例規定の活用にむけて、平時から産業廃棄物事業者との協定締結が必
要という意見や、被災自治体での対応のみならず、国主体で公的機関が処理委託先の候補選定や市町村間の調
整を行うことが必要との意見があった。

廃掃法第15条の２の５第２項に関する調査結果
（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例における非常災害のために必要な応急措置に係る規定）

・特例規定の内容について事務連絡の発出や講演を通して再周知を行う。

・廃掃法第15条の２の５第２項の活用事例等を提示するとともに、同法同項を活用できない場合の事例収集及
び事実確認を行い、必要な措置の検討を行う。

・災害廃棄物事業者等関連事業者が自治体と協定を締結するインセンティブの設定等、協定締結率の向上に繋
がる方法を検討する。

今後の対応の方向性
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84; 6%

1,369; 93%

17; 1%

市区町村

はい いいえ 無回答

N:1,470

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(１)

法第15条の２の５第２項（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例におけ

る非常災害のために必要な応急措置に係る規定）について、活用したことがありますか。

◼ 法第15条の２の５の第２項の特例を活用したことがあるのは84市区町村（６％）であった。
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法第15条の２の５第２項について、活用したことがあると回答した方は、いつ活用しましたか。（複数回答可）

◼ 非常に広い範囲で被害のあった「令和元年東日本台風」での活用事例がもっとも多く21市区町
村、ついで「令和元年房総半島台風」、「令和６年能登半島地震」の順となっている。特定非常
以外の事例も一定程度確認できる結果となった。

市区町村:105
組合：0

【その他の回答】
• 平成25年台風第26号
• 平成23年東北地方太平洋沖地震
• 平成30年6月18日大阪北部地震（2件）
• 令和３年５月１日牧之原市竜巻災害
• 静岡県熱海市伊豆山土石流災害（令和３年度）
• 令和４年７月12日に発生した局地的大雨
• 令和４年台風第11号
• 令和５年台風第６号
• 令和６年７月10日からの大雨

3

1

10

13

21

3

4

4

4

5

2

5

1

2

14

1

1

1

8

2

0 5 10 15 20 25

2 平成28年熊本地震

6 平成29年7月九州北部豪雨

8 平成30年7月豪雨

12 令和元年房総半島台風（令和元年台風第…

13 令和元年東日本台風（令和元年台風第19…

14 令和２年７月豪雨

15 令和３年福島県沖を震源とする地震

16 令和３年８月前線による大雨

17 令和４年福島県沖を震源とする地震

18 令和４年８月３日からの大雨

20 令和４年台風第15号

22 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第…

23 令和５年６月29日からの大雨

24 令和５年７月15日からの大雨

27 令和６年能登半島地震

29 令和６年７月25日からの大雨

33 令和６年台風第10号

34 令和６年９月20日からの大雨

37 その他（自由記述）

無回答

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(２)
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法第15条の２の５第２項の規定を活用したことがあると回答した方にお聞きします。活用した際に課題と感じた

ことをお答えください。（複数の災害に活用した場合は、最も課題を感じた災害について記載）（複数回答可）

◼ 「特に課題はない」が64市区町村ともっとも多く、ついで「法第15条の許可を必要とする施行
令第７条に記載のない類型の施設であった」が７市町村であった。

◼ 自由記述の内容は上記のとおり、法改正を評価する回答も見られた。

N:86
【その他の回答（主な回答）】
• 依頼できる事業者が少ないこと
• 施設の立地自治体との事前協議に時間を有したこと、事業者側の法解釈や認識不足（産廃施設で一廃を処分できること）
【その他の回答（特徴的な回答）】
• 「遅滞なく」届出を行うことが困難であった。「処理を開始してから終了するまでの間」等、届出の期間に幅を持たせる必要がある。
• 施行規則第12条の7の17第4項に基づく、受理書の交付について、新たに様式を定めることで事務を迅速に行うことが可能となる。
• 施行規則第12条の7の17第1項第8号に基づく、処理量の見込みは、災害廃棄物の場合は算定が困難であるため、当該廃棄物については柔軟な対応を選択できる形がよい。
【法改正を評価する回答】
• 平成30年7月豪雨災害の被災当時は、法施行規則12条の7の16に規定される処理施設及び一般廃棄物しか適用できなかったため、法令遵守のために、産業廃棄物処理業者の選定

に慎重を期したが、令和2年7月16日の廃棄物処理法施行規則改正により、産業廃棄物と同様の性状を有する災害廃棄物の処理が可能となり、以後、災害廃棄物の迅速かつ適正
な処理をさらに後押しされる規定になったと感じている。

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(３)
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前問で「2」と回答した方にお聞きします。具体的な施設の種類及び対象廃棄物の種類・品目を教えてください。 

記載例：（●●：産業廃棄物の種類・品目）の（●●：施設の種類）施設

◼ ６市１町から回答が得られた。同じ品目を挙げる市区町村はなく（重複なし）、品目は多様で
あった。施設の種類は、破砕施設を挙げる市区町村が多く、選別施設や処分場といった回答も見
られた。

産業廃棄物の種類・品目 施設の種類

木くず 破砕施設

金属くず 切断施設、圧縮施設

金属くず 破砕施設

がれき類や土砂等の混合物 選別施設

瓦類 安定型最終処分場

石膏ボード（紙＋陶磁器くず） 破砕施設

タイヤ（ゴム） 金属部分とプラスチック部分を分解/分離する施設

焼却灰 灰溶融施設

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴
つて生じたものを除く。）及び陶磁器くず

破砕施設

法§20の2の登録を受けた事業者が再生の対象とする廃棄物 再生の用に供する施設

スプレー缶 中身と缶を分解/分離する施設

その他 破砕にあたらないが、ほぼ同様の処理（圧縮など）を実施してい
る施設全般

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(４)
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法第15条の２の５第２項の規定を活用したことがないと回答した方にお聞きします。法第15条の２の５第２項を

活用しなかった理由は何ですか。（複数回答可）

◼ 「特例規定を活用すべき災害が発生していない」を除くと、「特例規定を知らなかった」という
市区町村が206市町村に及んでいる。

N:1,521

【その他の回答（主な回答）】
• 域内に産業廃棄物処理施設がない、一廃の許可を受けている産業廃棄物処理事業者がいない。
• 産業廃棄物処分事業者へ委託せずとも、域内の一般廃棄物処理施設や広域処理（公共）で対応できたため

1,204 

17 

6 

206 

5 

65 

18 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

1 特例規定を活用すべき災害が発生していない

2 産業廃棄物処理施設の設置許可を受けておらず、法第９条の３の３で対応したため

3 法第15条の許可を必要とする施行令第７条に記載のない類型の施設に活用したかったため

4 特例規定を知らなかった

5 増改築にあたり建築基準法第51条の対象となるため

6 その他

無回答

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(５)



45

法第15条の２の５第２項を活用するために、必要と思われる施策等があれば教えてください。

【活用事例の提示、研修会等の開催】
⚫特例制度の活用事例（手続等のスケジュール感等が分かる具体的なケース）の提示とその理解等のための研

修会等の開催

【手続きの簡素化】
⚫自治体間の事前協議の簡素化
⚫行政は産業廃棄物処理施設設置業者に協力を求める立場であり、煩雑な手続きが必要であれば協力を得るこ

とが困難なので手続きをより簡素化することが必要。

【国や都道府県等との連携】
⚫処理を委託可能な産業廃棄物事業者や施設のリスト等に関する情報共有、産廃事業者との協定締結
⚫国が把握している全国の自治体の産廃施設許可の件数及び処理能力の情報を活用して、公的機関が処理委託

先の候補選定や市町村間協議の仲介を行う制度の確立

【新たな施策、特例措置】
⚫法第15条の許可に該当しない施設においても迅速な処理ができるように特例措置を設けてほしい。
⚫廃掃法施行令第７条各号に掲げる産廃施設ではない施設で処理能力が５ｔ/日を超える施設について、一般廃

棄物処理施設として速やかに活用するための施策が必要（法第９条の３の３の規定緩和など）
⚫産廃施設許可が不要の施設であっても、平時から産廃施設として支障なく稼働しており、特例を活用して搬

入する災害起因の一般廃棄物が平時から処理しているものと同様の性状であるならば、法第15条の２の５の
対象とする特例を設ける 等

【参考】廃棄物処理法第15条の２の５第２項 アンケート調査結果(６)
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災害時における廃棄物処理委託の基準等にかかる特例措置の活用状況と課題

・再委託を行ったことがある自治体は全体の１割未満。

・委託事業者の確保の困難さや、再々委託の禁止を課題に挙げる自治体が多くあった。

・特例規定に関する認識が不足している自治体が１割程度。

廃掃法施行令第４条第３号（非常災害時における一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準等の改正）に関する調査結果

・自治体向けのみならず、事業者向けに特例規定の内容について周知を行う。

・再委託に関する課題等の事例収集及び事実確認を行い、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障の防止を前
提としつつ、課題等を検証しながら必要な措置の検討を行う。

・活用事例、契約書の雛形を記載した手引きの策定、公表。

今後の対応の方向性
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79; 6%

1,371; 93%

20; 1%

市区町村

はい いいえ 無回答

N:1,470

【参考】廃棄物処理法施行令第４条第３号 アンケート調査結果(１)

施行令第４条第３号（非常災害時における一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準等の改正）に基づく再

委託を行ったことがありますか。

◼ 再委託を行ったことがあるのは79市区町村
（約６％）。
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施行令第４条第３号に基づく再委託を行ったことがあると回答した方にお聞きします。施行令第４条第３号に基

づく再委託をいつ行いましたか。（複数回答可）

◼ 令和元年東日本台風が24市区
町村ともっとも多く、ついで
令和２年７月豪雨、令和４年
福島県沖を震源とする地震、
令和６年能登半島地震が多い。

【その他の回答】
• 平成30年台風第21号
• 令和元年10月25日大雨
• 熱海市伊豆山土石流災害
• 令和５年台風第６号
• 令和６年７月10日からの大雨

2

6

1

5

1

1

5

24

7

4

4

8

1

1

4

2

4

2

8

1

5

5

0 5 10 15 20 25

1 平成27年9月関東・東北豪雨

2 平成28年熊本地震

6 平成29年7月九州北部豪雨

8 平成30年7月豪雨

9 平成30年北海道胆振東部地震

10 平成30年台風第24号

12 令和元年房総半島台風（令和元年台風第15…

13 令和元年東日本台風（令和元年台風第19号）

14 令和２年７月豪雨

15 令和３年福島県沖を震源とする地震

16 令和３年８月前線による大雨

17 令和４年福島県沖を震源とする地震

18 令和４年８月３日からの大雨

19 令和４年台風第14号

20 令和４年台風第15号

22 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号

23 令和５年６月29日からの大雨

24 令和５年７月15日からの大雨

27 令和６年能登半島地震

33 令和６年台風第10号

37 その他（自由記述）

無回答 N:101

【参考】廃棄物処理法施行令第４条第３号 アンケート調査結果(２)
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施行令第４条第３号に基づく再委託を行ったことがあると回答した方にお聞きします。活用した際に課題と感じ

たことを教えてください。

◼ 委託事業者の確保の困難さや、再々委託の禁止を課題に挙げる自治体が多くあった。

【委託事業者の確保】
⚫委託事業者の確保、委託事業者の情報不足、事業者側の制度（特例規定）に関する理解不足

【再々委託の禁止】
⚫「最終処分」に関して、再々委託ができないことで、処理先の確保に、円滑さが損なわれる場面があった。
⚫再々委託の禁止に関して混乱が発生した。
⚫再委託先のが再々委託を行わないか確認が必要であった。
⚫再々委託が必要な場合には、直接委託で対応する必要がある。

【事務の煩雑さ】
⚫再委託先の自治体との協議、通知が必要

【対象となる災害の判断基準】
⚫「非常災害時」の判断基準が不明瞭で、非常災害とする判断に時間を要した。

【参考】廃棄物処理法施行令第４条第３号 アンケート調査結果(３)
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施行令第４条第３号に基づく再委託を行ったことがないと回答した方にお聞きします。施行令第４条第３号に基

づく再委託を行わない理由は何ですか。（複数回答可）

N:1,543

◼ 再委託を行う必要のある災害が発生していないを除けば、「特例規定を知らなかった」、「契約
書への記載方法が分からない」という回答が多い。

【その他の回答（主な回答）】
⚫ 発生した災害では再委託の必要性がなかった。
⚫ 再委託の意思決定は、災害廃棄物の処理主体（一部事務組合）が行うため
⚫ 廃棄物処理施設を有していないため 等

【参考】廃棄物処理法施行令第４条第３号 アンケート調査結果(４)
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施行令第４条第３号に基づく再委託を行うために、必要と思われる施策等があれば教えてください。

（複数回答可）

N:2,266

◼ 再委託に係る事例の紹介や契約書等のひな形の提示を求める自治体が多い。

◼ その他の回答として、マニュアルの作成や説明会・勉強会の開催を希望する回答もあった。

【その他の回答（主な回答）】
⚫ 再契約に関するマニュアルの作成
⚫ 再委託に関する説明会、勉強会等の開催
⚫ 再委託によって最終処分まで適正な処理がされたことを確認できる仕組みの構築、廃棄物の移動履歴や処理状況などを記録・管理するための

システムの導入（不法投棄等防止のため）
⚫ 国・県の協力 等

851 

1,139 

33 

243 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

1 再委託を行う際の業者との契約書のひな形を提示してほしい

2 再委託を行った事例を紹介してほしい

3 その他

無回答

【参考】廃棄物処理法施行令第４条第３号 アンケート調査結果(５)
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2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応

第２章 これまでの災害廃棄物対策の進捗と課題
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これまでの大規模災害における災害廃棄物の発生量及び処理期間

（特定非常災害に指定された災害の一覧）

焼損床下浸水一部破損

(※11) 主要被災３県（石川県・富山県・新潟県）の推計値合計

石川県：公費解体加速化プラン（令和7年1月31日改定）

富山県：富山県災害廃棄物処理実行計画（令和6年5月24日策定）

新潟県：新潟県からの情報提供に基づく（令6年12月末時点）

(※12) 主要被災３県の合計（令和3年3月時点）

(※13) 被災自治体からの報告の合計（令和４年３月末時点）

(※14) 被災自治体からの報告の合計（令和５年2月末時点）土砂混じりがれきを含む

(※1) 消防庁災害情報の合計（令和3年3月9日時点）

(※2) 消防庁災害情報の合計（平成18年5月19日時点） 

(※3) 消防庁災害情報の合計（令和７年1月28日時点）

(※4) 内閣府防災被害報告の合計（平成31年4月12日時点）

(※5) 主要被災３県の公表値の合計（平成31年１月９日時点）

(※6) 内閣府防災被害報告の合計（令和２年４月10日時点）

(※7) 内閣府防災被害報告の合計（平成21年10月27日時点）

(※8) 消防庁災害情報の合計（令和３年11月26日時点）

(※9) 消防庁災害情報の合計（令和６年３月８日時点）

(※10) 消防庁災害情報の合計（令和元年８月20日時点）

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 焼損 小計 公共建物 その他

3,100
（津波堆積物

   1,100を含む）

H7年

1月

地震 Ｒ6年

水害 1月,9月

平成28年熊本地震(※4) H28年

（熊本県） 4月

平成30年７月豪雨

（西日本豪雨）(※5)

(岡山県,広島県,愛媛県)

令和元年台風19号 R1年

(東日本台風) 
(※6) 9~10月

H16年

10月

R2年

7月
約2.5年

非住家　損壊家屋数　[棟]

建物被害 災害廃

棄物量

 [万トン]

処理

期間

60 約3年

1,627

約3年
(福島県を除く)

火災

(15 件)

4,535 2,116 1,741 6,266

災害

の

種別

災害名

42 (※14)令和２年７月豪雨(※8) 水害

地震･

津波

H30年

7月

H23年

3月

109(※13) 約2.5年

新潟県中越地震(※7) 地震 3,175 13,810 105,682

水害 3,650 33,951 107,717 8,256 23,010 176,584

311 約2年

水害 6,603 10,012 3,457 5,011 13,737    190(※12) 約2年38,835 44,048

地震 8,657 34,491 155,095

155,751

198,243

1,500 約3年

令和６年能登半島地震
(※3) 6,461 23,336 125,929 6 19

阪神・淡路大震災
(※2) 地震 104,906 144,274 390,506

422(※11)

約2年

9,786

発生

年月

1,166,168

647,260

東日本大震災(※1) 122,005 283,156 749,732 1,489

7,574

122,667

16,285

14,527
(※9)

93,869
(※9)

1,274,564

1,579 40,917 689,756

443 37,335 193,529

467 12,918 211,628

623
(※10)

4,590
(※10)

16,285

計

187 13,784

122,667

190,555
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（１）東日本大震災における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応
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東日本大震災（災害対応における取組のポイント①）

取組項目 主な内容

現地支援体制 • 発災初期から、被災３県の県庁に環境省職員・研究者・技術者からなる現地支援チームを
派遣。国立環境研究所や廃棄物資源循環学会による積極的な独自支援とも連携しつつ、後
にD.Waste-Netメンバーとなる多くの各業界団体の支援を得ながら被災市町村を支援。

生活ごみ、避難所ごみ、
し尿、腐敗性廃棄物等

• 生活ごみ、避難所ごみ及びし尿に関しては、直営、委託事業者、全国都市清掃会議による
他都市の応援や事業者の協力を得て収集運搬や処理を実施。

災害廃棄物の処理方針 • 災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）を公表し、国、県、市町村の役割分担や処理目標期間
（３年間の平成26年３月末までの処理完了）等により方針を提示。

市町村から県への事務
委託

• 市町村から県への事務委託による処理の推進。

• 被災地域を複数の地区やブロックに区分してそれぞれ二次仮置場を設置。二次仮置場の管
理を建設事業者や産業廃棄物処理事業者等からなる特定業務共同企業体（JV）へプロポー
ザル発注。岩手県・宮城県では、破砕・選別施設（計22箇所）、仮設焼却炉（計31基）を
設置し、手選別も組み合わせた徹底した選別等により、コンクリートがらや津波堆積物等
を復旧・復興資材に積極活用する等、高い再生利用率を実現。

広域処理 • 18都府県の92自治体等へ約62万トンを広域処理。処理目標期間内の処理に寄与したことに
加え、仮置場における火災の原因となった可燃物や木くずの広域処理は、火災発生防止や
早期の一次仮置場の解消にも貢献。

再生利用 • 災害廃棄物の８割強、津波堆積物のほぼ全量を再生利用。

• 津波堆積物処理指針を策定。

• 復旧事業等の公共事業においては約1,300万トンが再生利用され、特にコンクリートがらや
津波堆積物については、ほぼ全量被災県内で再生利用が行われた。

特例措置 • 廃棄物処理法について特例措置を制定し、被災自治体の事務負担を軽減。
➢産廃処理施設で災害廃棄物を受け入れる場合の届出期間を緩和（省令、平成23年3月）
➢災害廃棄物を安定型処分場で処理する場合の手続を簡素化（省令、平成23年5月）
➢災害廃棄物の処理を受託する者に再委託を認める特例（政令、平成23年7月）
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東日本大震災（災害対応における取組のポイント②）

取組項目 主な内容

特例措置
（つづき）

• 特別措置法の制定（平成23年８月12日）により、国の責任の明確化、国による処理の代行
等を規定。
➢国の責務として、災害廃棄物の処理が迅速・適切に行われるよう、自治体への必要な支援を行い、基本的な方

針や工程表を定め、必要な措置を講ずること
➢国による市町村の処理の代行
➢市町村負担の軽減
➢広域的な協力要請等の国が講ずべき6つの措置

処理困難物等に関する
各種通知の発出

• 石綿含有廃棄物、PCB廃棄物、家電、自動車、パソコン等の処理について、品目毎にガイ
ドラインや留意点などを順次通知するとともに、冷凍水産物の海洋投入を可能にする海洋
汚染防止法の緊急告示を行うなど、必要な措置を実施。

公費解体 • 損壊家屋等の撤去等に関する指針により、被災市町による早期の損壊家屋等の撤去・解体を後押し。

• 半壊家屋等の解体を補助金の対象とした。
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

災害廃棄物処理計画の
策定による事前の備え
の強化

• 処理計画の策定推進、東日本大震災の課題
を踏まえた仮置場選定、災害時支援協定締
結、処理困難物の処理等の考え方等の提示

• 災害廃棄物対策指針の策定（平成26年３月）
• モデル事業の推進（平成27年～）

巨大災害への対応を考
慮した総合的な災害廃
棄物対策の必要性

• 南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の巨
大災害発生時の取組の基本的な方向性の提
示

• 災害廃棄物の性状や発生状況等を考慮した
上で、適切な処理方法を選択できる制度
（産廃処理施設の活用、再委託等）の導入、
各種手続きの簡素化

• 巨大災害発生時における災害廃棄物対策のグランドデ
ザインについて 中間とりまとめを策定(平成26年3月)
➢巨大地震発生時の災害廃棄物の発生量、既存の廃棄物処理施

設の処理可能量等を試算
➢巨大災害の発生に向けた対策のあるべき方向５つの事項
✓膨大な災害廃棄物の円滑な処理の確保
✓東日本大震災の教訓を踏まえた、発災前の周到な事前準備と

発災後の迅速な対応
✓衛生状態の悪化・環境汚染の最小化による国民の健康の維持
✓強靱な廃棄物処理システムの確保と資源循環への貢献
✓大規模広域災害を念頭に置いたバックアップ機能の確保

• 巨大災害発生時の災害廃棄物処理に係る対策スキーム
についてを策定（平成27年２月）
➢巨大災害時の災害廃棄物処理に係る対策について、制度的な

側面からの対応を含む、基本的な考え方を提示

• 廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本
法の一部改正（平成27年法律第58号）（平成27年７
月17日公布、８月６日施行）
➢廃掃法:平時の備えを強化するための関連規定の整備、災害時の廃

棄物処理施設の新設又は既存施設活用に係る特例措置の整備
➢災対法:大規模な災害から生じる廃棄物の処理に関する指針の策定、

大規模な災害に備えた環境大臣による処理の代行措置の整備

• 大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針を
策定（平成27年11月）
➢廃掃法、災対法に基づく、大規模災害に備えた災害廃棄物対策

の基本的考え方を具体的に提示
✓各主体が備えるべき大規模災害特有の事項
✓地域ブロック災害廃棄物対策行動計画の策定指針
✓発生後に環境大臣が策定する処理指針のひな形

国、都道府県、市町村、
事業者等の関係者の役
割の明確化

• 各関係者が担う役割や責務を明確化し、関
係者による連携、協力体制を構築

東日本大震災（災害対応を踏まえた課題とその後の対応①）
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

大規模災害を対象とし
た技術的な検討の必要
性

• 国、地域ブロック単位での対応検討
• 過去の経験が効果的・継続的に集積され、十分
に活用される体制の整備

• 技術・システム検討WG等における首都直下地震、南海トラフ
地震や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震のシミュレーショ
ン等の実施

• 地域間協調ワーキンググループにおけるこれまでの災害の検証
• 地域ブロック協議会の設置（平成26年～）、地域ブ
ロック災害廃棄物対策行動計画の策定（平成28年～）

• 災害廃棄物対策推進検討会の設置（平成28年～）
• 東日本大震災における災害廃棄物対応のアーカイブ化、災
害廃棄物対策情報サイトの公開

災害廃棄物発生量の推
計方法の確立

• 津波被害も考慮した発生原単位の設定
• 津波堆積物の推計方法の検討

• 災害廃棄物対策指針の策定（平成26年３月）に合わせて
新たに原単位を設定、津波堆積物量の推計方法を提示

被災自治体のマンパ
ワー不足・知見者不足
への対応

• 民間事業者、有識者等からなる人的ネットワーク
の構築

• 災害廃棄物対応経験者を含む、他自治体から
の支援体制の構築

• 災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）の発
足（平成27年度）

• 地域ブロック災害廃棄物対策行動計画に基づく、地域ブロック
内の広域連携体制、人的支援体制の構築

広域連携体制の構築 • 平時から近隣施設等に運搬できる体制（必要な
重機・資材等の確保を含む）の整備

仮設処理施設の設置手
続き等の簡素化

• 災害時における特例措置の検討等、制度的な
検討

• 廃棄物処理法改正（平成27年）により仮設処理施設の迅
速な設置のための特例措置を制定

• 地方公共団体向け仮設処理施設の検討手引きを策定（令
和３年5月）

浄化槽に関する平時か
らの災害対策

• 浄化槽における平時の取組の検証
• 浄化槽の暫定的な使用の可否にかかる判断基
準の確立

• 災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改定(平成24年
３月)
➢災害対応の役割分担の明確化、暫定的な使用の可否にかかる
判断基準の確立、事例集の充実

• 応急仮設住宅に設置される浄化槽の施工・維持管理・
有効利用に関する留意点を策定（平成26年２月）

東日本大震災（災害対応を踏まえた課題とその後の対応②）
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（２）平成28年熊本地震における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応



60

平成28年熊本地震（災害対応における取組のポイント）

取組項目 主な内容

現地支援体制 • 発災翌日より環境省職員を派遣。同日、D.Waste-Netを活用し専門家を派遣。

• 発災初期には、東日本大震災の被災県・市より災害廃棄物対応経験を有する職員を派遣（県が行
うべき事務の明確化）。

• 幹線道路等の交通に支障のある災害廃棄物について、防衛省・自衛隊による撤去。

災害時支援協定の活用 • 生活ごみ（家庭ごみ、避難所ごみ）、し尿の回収・処理先の確保や災害廃棄物仮置場の運営・管
理など、災害時支援協定を活用することで迅速な対応を実施。

市町村から県への事務委
託

• 県が県内７市町村から災害廃棄物処理の一部について事務委託を受けて、計7箇所の二次仮置場を
設置し、20万トンを超える災害廃棄物を処理。二次仮置場におけるリサイクル率は90％越え。

広域処理 • 発生した災害廃棄物の約16％に相当する約50万トンの県外広域処理を実施。

再生利用 • リサイクル率は熊本県全体で約78％

特例規定の活用 • 廃棄物処理法第９条の３の２（市町村による一般廃棄物処理施設の届出の特例）、同法９条の３
の３（委託を受けたものが設置する一般廃棄物処理施設の届出の特例）、同法第15条の２の５第
２項（被災地域に設置されている産業廃棄物処理施設で災害廃棄物を処理する場合の事後届出）、
令第４条第３号他（市町村と収集運搬業者との再委託契約）、規則第12条の７の16第１項関係
（安定５品目の安定型産廃処分場での処理）により、円滑・迅速な処理を実施。

公費解体 • 県は、解体標準単価と具体的な計算式、解体・廃棄物処理事業者の協議による分別の基本水準を
市町村に提示し、各市町村の事務負担を軽減。

• 自費解体（費用償還）スキームの導入。

• 登記上の所有者が死亡している場合に、相続人の所在が分からず同意書を取得することが困難な
場合には、誓約書方式を採用。

• 所有者不明の空家に対し、司法書士会の協力を得て、不在者（相続）財産管理人の選任申立を行
い、選任された不在者財産管理人による公費解体申請を実施。

• 半壊家屋等の解体を補助金の対象とした。
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

被災自治体における
受援体制の構築

•災害廃棄物処理全般を通して、他自治
体・関係団体等の応援を前提とした、
平時の災害協定締結・受援体制等の構
築

•災害廃棄物対策指針を改定（平成30年３月）
➢応急対応期、復旧・復興期、それぞれのステージで必要とさ
れる事項を具体化し、事前に備えるべき事項を明確化（し尿
や片付けごみ対策の必要性、住民への周知の重要性）
➢自治体における災害廃棄物処理計画の策定の必要性や体制整
備の具体化
➢仮置場の確保、運営等に関する考え方の整理
➢人材育成・研修や災害協定の重要性の充実

• 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対
策（平成30年度～令和2年度）として、モデル事
業等の実施により処理計画策定支援を強化

生活ごみと片付けご
みの混在化

•分別して収集するための体制構築、住
民への分別方法の周知

仮置場の確保 •事前の仮置場候補地の選定、関係者と
の調整の実施

市町村から都道府県
への事務委託実施の
判断

•関係者の役割の明確化
•過去事例の横展開

•災害廃棄物対策指針を改定（平成30年３月）
➢国、都道府県、市区町村、関係団体等の役割を明確化
➢事務委託に関する記載の充実

•災害廃棄物対策指針（技術資料）に事務委託を追
加（令和２年３月）
➢事務委託の必要性の考え方や留意点、事務委託を行う際の手
順、委託範囲について、過去の事例に基づき整理

広域処理体制の構築 •平時からの広域処理調整 •地域ブロック単位で大規模災害における連携を強
化するため、地域ブロック災害廃棄物対策行動計
画の策定を推進（平成30年3月迄に全ブロックが

策定済）【再掲】

•災害廃棄物対策指針を改訂（平成30年３月）
➢民間事業者との連携に関し、検討すべき内容の明示

平成28年熊本地震（災害対応を踏まえた課題とその後の対応①）
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

自治体のマンパワー
不足

•庁内技術者のリストアップ(平時)
•他自治体への早期の支援要請
•災害対応にあたる職員の対応力向上に
よる、災害廃棄物対応力の底上げ
• D.Waste-Netによる技術的支援の強化

•地域ブロック災害廃棄物対策行動計画において人
的支援を規定【再掲】

•ブロック協議会等を活用した人材育成

• DWNとの定期的な意見交換会の実施

廃棄物処理法第９条
３の３の活用

•法第９条３の３は、市町村以外のもの
が一般廃棄物処理施設を設置する場合
に届出で足りるとする規定。特例の適
用にあたっては、自治体での事前の条
例制定が必要。
•条例制定の必要性や事例等の周知が必
要

•廃棄物処理法第9条の3の3（非常災害に係る一
般廃棄物処理施設の設置の特例）を適用する
ために必要な条例の制定の促進を目的に、廃棄

物処理法第 9 条の 3 の 3 に係る災害廃棄物処理の
特例措置における自治体の条例制定事例を策定
（令和２年３月）

平成28年熊本地震（災害対応を踏まえた課題とその後の対応②）
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（３）平成30年７月豪雨における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応
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平成30年７月豪雨（災害対応における取組のポイント）

取組項目 主な内容

現地支援体制 • 環境省職員及びD.Waste-Netの専門家で構成する現地支援チーム（最大10名程度/県）を約２ヶ月
間同時並行で被災3県（岡山県、広島県、愛媛県）に派遣。さらに災害経験自治体職員を派遣。

• 地域ブロック災害廃棄物対策行動計画（大規模災害発生時における四国ブロック災害廃棄物対
策行動計画）に基づく他自治体職員の派遣。

• 防衛省・自衛隊と連携したがれき撤去。

• 国交省と連携したがれき・土砂一括撤去スキームの構築。

• 広島県では、関係省庁及び県関係部局による「土砂・がれき処理チーム」を設置。

生活ごみ、し尿の収集
運搬、処分

• 経済産業省及び関係団体と連携した仮設トイレの円滑な設置・運営、被災ごみ処理施設の周辺
自治体等での広域処理により、大きな支障なく処理を継続。

市町村から県への事務
委託

• 岡山県は県内２市、広島県は県内１町からの事務委託を受け、二次仮置場（岡山県倉敷市は併
設された一次仮置場を含む）の管理・運営及び二次仮置場に搬入された廃棄物の処理を実施。

広域処理 • 岡山県倉敷市においては、発生した災害廃棄物（約34万トン）の約８％に相当する約３万トン
の県外広域処理を実施。

再生利用 • リサイクル率は以下のとおり。

岡山県倉敷市：約78％、広島県広島市：約85％、愛媛県全体：約80％

特例規定の活用 • 広島県内自治体では廃棄物処理法第９条の３の２の特例を活用。

• 岡山県倉敷市では、処理困難物（石膏ボードや土砂混じりがれき類、消火器やボンベ、内容物
不明のドラム缶など）について、法第15条の２の５ 第２ 項（産業廃棄物処理施設の設置者に
係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例）に基づき対応。

公費解体 • 共有者への同意について、どうしても連絡がとれず、明確に解体に反対する意思が表示されていないものにつ
いては宣誓書方式を採用。

• 半壊家屋等の解体を補助金の対象とした。
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

処理段階に応じた人的
支援の仕組み

•国、県、支援自治体、災害ボランティア、
D.Waste-Net等の適切な役割分担とこれら
の人的支援を効果的に行う枠組づくり

• 被災自治体との調整含めたマネジメント人
材の配置・育成

• 処理方針の早期作成支援

• 災害廃棄物対策現地支援オペレーションマニュアルを
策定（平成31年3月）
➢現地支援チームで活動するにあたり、環境省職員に必要とな
る事項をとりまとめ

• 自治体間の支援について、災害廃棄物対策指針（技術
資料）に「災害廃棄物処理に係る広域的な相互協力体
制（例）」を追加（令和２年３月）

• DWNや人材バンクの派遣による処理方針の作成等の
マネジメント支援の実施

災害経験自治体の知見
の活用

•災害経験自治体の知見者間の連携
•自治体職員を含めた現地支援チーム派遣の
仕組みづくり

•災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）の策定（令
和２年度）

大量の災害廃棄物の路
上堆積、集積所の閉塞

•生活圏からのがれき撤去やがれき・土砂一
括撤去スキーム等について、防衛省・自衛
隊や国交省・地方整備局との連携を標準化

•社会福祉協議会、ボランティア団体等との
連携強化

•災害時でも無理のない範囲での分別の意義
及び必要性の周知

•戸別回収の際の対応

• 「宅地内からの土砂・がれき撤去の事例ガイド」（国
交省発行）について文書により周知

• 防衛省と環境省が共同で、災害廃棄物の撤去等に係る
連携対応マニュアルを策定（令和２年８月）
➢環境省、防衛省、自治体、ボランティア、NPO等の関係者の

役割分担や、平時の取組、発災時の対応等を整理

• 災害廃棄物対策指針（技術資料）に「住民等への情報
伝達・発信等に関するグッドプラクティス」を追加
(令和２年３月)

• 災害廃棄物対策指針(技術資料)の「収集運搬車両の確
保とルート計画に当たっての留意事項」を改定(平成
31年4月)
➢戸別回収時の注意点について周知

平成30年７月豪雨（災害対応を踏まえた課題とその後の対応①）
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課題 改善の方向性 主な対応状況

民間事業者や関係団体
等との災害支援協定締
結による連携強化

• 初動対応における民間事業者との迅速・円
滑な連携に向けた協定締結

• 協定締結にとどまらず、業務内容や必要資
機材等の整理、委託単価の事前設定など平
時からの連携体制構築

• 災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引きを
策定（令和２年２月）
➢災害時の初動対応を円滑かつ迅速に実施するため、災害時の
一般廃棄物処理に関する初動対応時の手順及び平時の事前検
討事項をとりまとめ

• 災害廃棄物対策指針(技術資料)を改定(平成31年4月)
➢仮置場の確保・運営に関する内容の充実化

• 災害廃棄物対策指針（技術資料）に「関係団体等との
協力体制」「協定の活用方法」を追加（令和2月3月）
➢過去災害において活躍した団体等の紹介及び活用事例を掲載

• モデル事業等の実施により処理計画策定支援を強化

仮置場候補地の事前選
定、管理方法の事前計
画

• 仮置場の確保、運営等に関する考え方の整
理

解体廃棄物や処理困難
物等、平時には産業廃
棄物として排出される
ものへの対応

•産廃処理施設の柔軟な運用 • 廃棄物処理法施行規則の改正（令和２年７月）
➢産廃施設において処理する産廃と同様の性状を有する（産廃
施設の設置許可に係る産廃と同一の種類に限らず）災害廃棄
物を事後届出により処理できる制度を恒久化

メディアに対する戦略
的な情報発信

• 正確かつタイムリーに画像・映像情報含め
て発信

• 情報発信ルートの確立（HP、記者レク、県
市町災対本部等）

•災害廃棄物対策情報サイトにおいて迅速な情報発信
•状況に応じた適切な事務連絡の発出

平成30年７月豪雨（災害対応を踏まえた課題とその後の対応②）
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（４）令和元年台風19号における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応
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令和元年台風第19号（災害対応における取組のポイント）

取組項目 主な内容

現地支援体制 •関東及び中部ブロックの行動計画（又は広域連携計画）に基づき、大規模に広域支援を
実施し、延べ約2,200名の他自治体職員を派遣。

•防衛省・自衛隊と連携し、７県23市町村におけるがれき撤去。

•国交省と連携したがれき・土砂一括撤去スキームの活用。

•農林水産省と連携し、稲わら等の処理スキームの構築。

関係者との連携体制
構築

•長野県長野市において、「One NAGANO（ワンナガノ）」と呼ばれる、市民・ボラン
ティア・自治体・環境省・自衛隊・民間事業者などの官民を越えた多くの関係者が一体
となって、災害廃棄物の撤去を実施。

モデル事業実施の効
果

•モデル事業にて処理計画策定中の自治体では、事前に廃棄物処理施設の稼働停止時の対
応を検討済で、発災後速やかに住民に排出抑制の周知を行い、施設復旧後に円滑に処理
を実施。

•事前の仮置場候補地選定を行っていた自治体では、発災直後に面積の広い仮置場（約1万
m2）を確保。また関係団体との災害時支援協定を活用し、仮置場の管理・運営を行う事
業者を早期に確保し速やかに対応。

特例規定の活用 •宮城県、茨城県、栃木県内自治体にて廃棄物処理法第９条の３の２、青森県、栃木県内
自治体にて同法第９条の３の３の特例を活用。

•全国21自治体にて廃棄物処理法第15条の２の５（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一
般廃棄物処理施設の設置についての特例）による産業廃棄物処理施設を活用した広域処
理を実施。

•全国24自治体にて廃棄物処理法施行令第４条第３号に基づく再委託を実施。

生活ごみ・し尿の円
滑な処理

•浸水等により廃棄物処理施設が稼働停止し、処理が滞っている生活ごみ・し尿について
災害時における広域処理に係るかかりまし経費を支援。
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

処理計画の策定促進・
実効性向上

• 処理計画の有無の違いによる初動対応の成
否の評価と優良事例等の周知

• 処理計画策定済の自治体に対する図上演習、
人材育成等の推進

• 処理計画未策定の自治体への支援

• モデル事業等の実施により処理計画策定支援を強化

• モデル事業（計画策定支援や図上演習等）が発災時の
迅速な処理に寄与した事例を中心に、災害廃棄物対策
グッドプラクティス集を策定（令和５年３月）

• 災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引きの
策定（令和２年３月）と改定（令和３年３月）

• 地域間協調WGにおいて、災害廃棄物処理計画の問題
点、策定・見直しを図るための支援について検討（令
和２年度～）

• 小規模自治体や処理計画未策定自治体を想定し、災害
廃棄物処理体制と業務（リーフレット）を策定（令和
５年３月）

• 災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドラインの策定
（令和５年３月）
➢処理計画の策定及び改訂に取り組むにあたり、検討すべき重
要なポイントを解説
➢処理計画における具体的な記載事例を紹介
➢グッドプラクティス・バッドプラクティスを掲載

• 災害廃棄物対策に関する図上演習、模擬訓練（動画）
を公開（令和５年３月）

• 地域ブロック協議会での研修等の実施

関係者との連携による
片付けごみ等の収集運
搬体制の確保、仮置場
候補地の事前選定

• 市区町村は事前に発災時の直営・委託の収
集運搬車両の体制を把握

• 自治体、関係団体等との災害時支援協定の
締結

• 仮置場候補地の事前選定
• 戸別回収を実施する場合の収集運搬体制の
検討

地域ブロック内、地域
ブロックをまたぐ広域
連携体制の確保・強化

• 広域連携に係る事例収集と点検・見直し
• 自治体、関係団体等との災害時支援協定の
締結

• D.Waste-Netの更なる活用

• 処理計画の策定、見直しの促進

• 地域ブロック協議会の実施や地域ブロック行動計画の
見直しによるブロック内外の広域連携体制の強化

• 地域ブロック協議会への関係団体等の参加

令和元年台風第19号（災害対応を踏まえた課題とその後の対応①）
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課題項目 改善の方向性 主な対応状況

産業廃棄物処理事業者
も含めた処理先の確保

• 関係団体との平時からの連携により処理可
能量や処理できる品目等を把握

• 非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置
の特例の使用

• 廃棄物処理法第9条の3の3に係る災害廃棄物処理の特
例措置における自治体の条例制定事例を公表（令和２
年３月）【再掲】

頻発する水害への対応 • 地震に加え、水害、土砂災害等の災害種類
を考慮した発生量推計式が必要

• 災害廃棄物対応の一連のフローにおける水
害に関する対応について、手引き等の内容
充実化

• ハザードマップ等踏まえ処理施設の被災リ
スクを把握した上での広域処理体制の構築

• 耐震化、地盤改良、浸水対策等による廃棄
物処理施設の強靱化

• 災害廃棄物対策指針（技術資料）の改定(令和5年4月)
➢災害廃棄物発生量の推計(地震・水害等の災害種類別の災害
廃棄物全体量と片付けごみ量の推計式を分けて新たに策定)

• 災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引きを
改定(令和３年３月)
➢水害と地震の書き分けの充実
➢対応実態を踏まえた修正
➢説明の追記・充実（再委託の特例、記載の内容の対応が難し
い場合の代替手段等）
➢参考資料の追記

• 廃棄物処理施設の耐震・浸水対策の手引きを策定（令
和４年11月）

分別管理の周知徹底 • 住民やボランティア団体等への周知のため
の広報策の検討

• 災害廃棄物処理パンフレット、ちらし（改定版）を公
表（令和５年３月）

メディアに対する戦略
的な情報発信

• 災害廃棄物対策の課題、対応策、進捗、成
果について、定期的に積極的に発信できる
ような広報体制の構築

• 災害廃棄物対策情報サイトにおいて災害廃棄物処理の
進捗状況を公表（Before-After、処理進捗状況等）

情報の集約・整理 • 現地支援チームからの大量の情報の整理
• 効果的な情報収集を実施するための情報共
有アプリの活用

• 現地支援チーム（環境省、D.Waste-Net、人材バン
ク）のアプリ活用による迅速な情報共有を実施

• ISUTサイト（電子地図）を活用した情報収集、各所か
ら収集した情報の集約と共有

令和元年台風第19号（災害対応を踏まえた課題とその後の対応②）
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（５）令和２年７月豪雨における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応
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令和２年７月豪雨（災害対応における取組のポイント）

取組項目 主な内容

現地支援体制 •環境省職員を県庁に常駐派遣。また、D.Waste-Netの専門家を派遣。

•防衛省・自衛隊と連携し、がれき撤去。

•国交省と連携したがれき・土砂一括撤去スキームの活用。

•現地支援チーム、地方環境事務所、環境本省にてビジネスチャットツールを活用するこ
とで、迅速かつ手軽な情報共有を実現。

自力で家屋内から片
付けごみを搬出でき
ない住民への対応 

•コロナ禍でボランティアが不足する中、コロナ禍で仕事の機会を失った地元住民を対象
に、家屋内からの片付けごみ等の搬出作業の雇用を創出する「人吉モデル」を構築し、
人手を補った。

収集運搬体制の確保 •被災県からの収集運搬体制確保の支援要請に対し、地元一般廃棄物事業者やD.Waste-Net
と連携して、継続的な収集運搬体制の確保を実現することができた。

自力で仮置場まで搬
出できない住民への
対応

•幹線道路と大型車両が進入できない街路において、支援自治体、地元一般廃棄物事業者、
地元トラック協会が役割分担し、路上堆積ごみの迅速な撤去を実現することができた。

分別管理の徹底周知 •人吉市では仮置場の搬入車両待機ゾーンに、搬入する品目が明確な搬入車両に対しファ
ストレーンを設け、 分別を促進。渋滞緩和に効果。 

再生利用 •リサイクル率は熊本県全体で約83％

公費解体 •特定非常災害に指定され、かつ大量の災害廃棄物の発生が見込まれる災害において、全
壊家屋等の解体に加え、半壊家屋等の解体を補助対象に拡大。（これまでは、災害毎に規模を

個別に判断し半壊家屋等の解体を補助対象としてきた。）

メディアに対する戦
略的な情報発信 

•地方事務所と連携しつつ、環境本省において記者に対する情報発信を実施する等により、
積極的に進捗状況を発信。
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課題項目 改善の方向性 対応状況

頻発する災害状況下に
おける被災地支援の強
化

• 環境省職員（本省・地方環境事務所）への
研修の実施

• 省内の支援職員候補者のリスト化
• 災害経験自治体の知見の活用
• D.Waste-Netの更なる活用

• 省内での勉強会の開催（地方事務所職員向け、管理職
向け）、リスト化の実施

• 人材バンク制度の支援員向けに、災害廃棄物処理支援
員マニュアルを策定（令和４年３月）

• 人材バンク支援員への定期的な研修を実施
• 人材バンク制度の策定（令和２年）【再掲】
• DWNとの定期的な意見交換会の実施【再掲】

処理計画の策定促進・
実効性向上

• 処理計画策定済の自治体に対する図上演習、
人材育成等の推進

• 処理計画未策定の自治体への支援

• 災害廃棄物対策グッドプラクティス集【再掲】
• 災害廃棄物処理体制と業務（リーフレット）【再掲】
• 災害廃棄物処理計画策定・点検ガイドライン【再掲】
• 災害廃棄物対策に関する図上演習、模擬訓練（動画）
【再掲】

仮置場候補地の事前選
定

• ハザードマップ等防災計画の見直しを行う
自治体にあっては、そのタイミングでの候
補地見直しのが必要

地域ブロック内、地域
ブロックをまたぐ広域
連携体制の確保・強化

• 広域連携に係る事例収集と点検・見直し
• 自治体、関係団体等との災害時支援協定の
締結

• D.Waste-Netの更なる活用

• 処理計画の策定、見直しの促進【再掲】
• 地域ブロック協議会の実施や地域ブロック行動計画の
見直しによるブロック内外の広域連携体制の強化【再
掲】

• 地域ブロック協議会への関係団体等の参加【再掲】

被災経験のない中小規
模自治体への支援

• 処理計画の策定に手がつかない中小規模自
治体に対し、対応力向上を支援

• 災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応（動画）を
公開（令和３年３月）

• 災害廃棄物処理体制と業務（リーフレット）の策定
（令和５年３月）【再掲】

解体廃棄物や処理困難
物等、平時には産業廃
棄物として排出される
ものへの対応

• 非常災害時における廃石膏ボードの再生利
用

・災害時に発生する廃石膏ボードの 再生利用について
を策定（令和３年３月）
➢非常災害時であっても，国土交通省が作成した「廃石膏ボー
ド現場分別解体マニュアル」）に準じて、適切な分別解体が
行われた廃石膏ボードにおいては、平時と同様の処理工程で
再生利用が可能

令和２年７月豪雨（災害対応を踏まえた課題とその後の対応）
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令和６年能登半島地震（災害対応における取組のポイント①）

取組項目 主な内容

現地支援体制 •発災直後から管理職級職員を被災県・６市町に常駐・巡回派遣し、被災自治体への伴走
支援を実施（現在は中部地方環境事務所等を中心とした巡回支援）。

•特に公費解体においては、事務支援に多くの人員が必要となり、全国的な派遣調整を行
い、発災後１年にわたって、他自治体職員延べ約5,000人日を派遣。併せて、公費解体申
請受付開始後、約半年にわたり、北陸財務局・金沢国税局からも支援。

•水産庁と連携した小型漁船の処理スキームの構築。

（令和６年９月奥能登豪雨）

•能登半島地震の被災地が９月大雨に続けて襲われたことを踏まえ、特例的に、令和６年
能登半島地震と同水準の財政支援を行うとともに、半壊以上の家屋等の解体を補助。

•国交省・農水省と連携したがれき・土砂一括撤去スキームの構築。

収集運搬体制の確保 •DWN、人材バンク等の支援もあり、継続的な収集運搬体制の確保、仮置場の適切な管理
により、勝手仮置場の発生や仮置場での混合廃棄物の発生はなく、発災初期の混乱の中
でも、公衆衛生が確保された。

地域ブロックを超え
た広域処理

•ブロック内（中部圏）に加え、関東圏、関西圏での広域処理を実施。

•被災地の立地、交通アクセスの状況を踏まえ、陸上輸送、海上輸送、鉄道輸送の複数の
輸送手段を活用。

公費解体 •公費解体・撤去マニュアルを策定（令和６年１月策定、順次改定）。
➢ 申請書類の簡素化、合理化
➢ 建物の一部解体や残置物の撤去など補助対象となる事業範囲の明確化
➢ 法務省との連携により、倒壊家屋等は関係者全員の同意取得を不要とし、登記官による職権滅失登記

等により、申請手続を簡素化
➢ 損壊家屋等については、所有者不明建物管理制度や宣誓書方式の活用を明示
➢ 解体の際の隣地使用に関する留意点
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令和６年能登半島地震（災害対応における取組のポイント②）

取組項目 主な内容

公費解体
（つづき）

•補償コンサルタントや行政書士会、司法書士会、土地家屋調査士会等との連携により、
被災市町の事務処理負担の軽減や申請手続の円滑化に貢献。

•自費解体（解体費用の立替えと払戻し）の手引きを策定（令和６年８月）

•法務局登記官による職権滅失登記、行政書士等の協力により、輪島朝市など被害が集中
している地域について、建物性が失われた倒壊家屋等の面的解体を実施。

•国、県、被災市町、関係事業者間の連携強化のため、県や６市町の工程管理会議等の開
催により工事工程を徹底管理。

•解体事業者等の宿泊に必要な経費に関する事務連絡を発出。

•公費解体の進捗に伴う、解体ごみの増加に伴い、仮置場の追加、広域処理の拡充を実施。

•公費解体申請事務や、工事前調整や全体の工程管理等の事務発生による被災自治体のマ
ンパワー不足に対し、環境省職員の派遣、他自治体職員の短期派遣・中長期派遣等によ
り、必要な体制を確保。
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（６）令和６年能登半島地震における
取組と課題への対応

2-2 東日本大震災以降の災害に対する対応
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令和６年能登半島地震等の対応を踏まえた

今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性①

課題項目 今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性（案）

現地支援・受援体
制の早期構築

• 自治体（市町村、都道府県）における災害廃棄物処理の必要実施体制・受援体制（災害廃棄物対策専門
チームの組織構成・役割分担・必要人員など）の具体化・標準化、災害廃棄物処理計画等への反映

• 自治体（市町村、都道府県）の廃棄物担当等への研修・訓練の充実

• 発災時における都道府県の役割・事前準備の更なる具体化・明確化（県関係事業者団体との連携、県内市
町村からの事務受託、災害廃棄物処理実行計画（解体計画含む）の策定、県内・周辺県広域調整など）

• 平時の自治体管内の廃棄物処理体制に関する各種情報の把握・整理・更新

• 被災自治体（市町村、都道府県）への人的・技術的支援（環境省職員、人材バンク、D.Waste-Net等）の
パッケージ化、被災自治体内の早期支援立上げと段階的な自立化に向けた円滑な調整

• D.Waste-Netの体制・機能拡充、平時の連携強化

• 災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）の充実（登録者の拡充、研修等を通じた標準化･支援向上等）

• 現地支援者への支援・サポート体制の整備（執務環境、宿泊場所、備品等の確保、シフトの工夫等）

• 被災自治体（都道府県、市町村）への人的・技術的支援の全体・個別の調整・コーディネート、情報基盤
整備機能（平時の備えと発災時対応を繋ぐ機能を含む）の確立

• （上記も踏まえた）環境省職員の現地派遣体制の最適化、研修等の充実

災害廃棄物処理計
画の策定促進・実
効性向上

• 市町村の災害廃棄物処理計画の策定率100％の早期達成、実効性向上（災害時体制、被害想定、関係団体
等との協定締結、仮置場候補地の選定等）の観点からの計画改定の促進

• 都道府県の災害廃棄物処理計画の実効性向上の観点からの計画改定の促進

• 上記の取組を促進するための自治体（市町村・都道府県）支援（災害廃棄物対策指針の改定、技術資料・
事例集等の充実、モデル事業の実施等）

• 災害廃棄物処理計画及び災害時協定の実効性向上の観点からの処理計画・協定の制度化

• 各種マニュアル・手引き等の認知度・活用度向上（研修等での活用、災害廃棄物処理計画の策定・改訂時
の活用を含む）、活用事例の周知等
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令和６年能登半島地震等の対応を踏まえた

今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性②

課題項目 今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性（案）

災害廃棄物発生量
の推計の充実

• 令和６年能登半島地震等の各種データを踏まえた現推計式の精度検証、推計式（各種係数、建物解体率、
木造・非木造比率等）の改善

• 関係機関（関係機関、関係省庁等）との連携の強化、各種デジタル技術・DX等の更なる活用、発災初動
期の被災地調査の派遣・支援体制の構築（D.Waste-Net等との連携）等を通じた、災害廃棄物発生量の初
期推計手法の充実

• 水害の初動時における迅速な片付けごみ対応のための更なる知見の充実（建物被害棟数の概算値推計、
片付けごみの組成割合・危険物種類分別の標準化、影響要因の整理・活用方策等）

• 避難所ごみの発生量、し尿収集必要量の推計方法の改善

施設の強靱化や災
害に備えた維持管
理の強化

• 早期の耐震化、水害防止対策の実施

• 災害時の自立起動・継続運転可能な廃棄物処理システム（エネルギー等の用役調達含む）の構築

• 確実な定期点検の実施・人材の確保

被災した廃棄物処
理施設等の復旧の
早期化

• 平時の自治体管内の廃棄物処理施設の各種情報（運営事業者、処理能力、通常処理量、ピット･タンク
容量、施設等図面、受入地域への搬入ルート、処理物の搬出先の施設規模・事業者等）の把握

• 施設被災状況の迅速・円滑な把握・復旧のための現地調査・復旧支援体制の構築（DWNとの連携）

生活ごみ・し尿の
処理の円滑化、発
災早期の処理体制
構築

• 市町村における平時の生活ごみ・し尿の具体的な回収・収集情報（回収の場所・頻度・回収ルート・事
業者、処理先の施設規模・事業者等）の把握

• 市町村における避難所情報（場所、収容人数等）に関する防災部局との平時・災害時の情報共有

• 関係団体等との連携体制の強化（自治体（市町村、都道府県）における関係団体等との災害時支援協定
の締結、協定内容の充実等）

• 発災時の収集運搬オペレーションの効率化に向けた、情報収集・処理体制の構築（システム導入等の検
討を含む）

• 災害用トイレの収集や処理・処分に係る対応の整理

• 浄化槽（配管含む）の耐震化、工事の技術上の基準の改定
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令和６年能登半島地震等の対応を踏まえた

今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性③

課題項目 今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性（案）

被災家屋等からの
片付けごみの適正、
円滑・迅速な撤去、
仮置場等への搬入

• 平時における市町村の片付けごみ出しルール等の周知・広報等の事前準備

• 平時での市町村の仮置場候補地の選定の促進、都道府県・関係機関との連携

• 仮置場候補地の事前選定促進に関する自治体支援（各種マニュアル・事例集等の充実、モデル事業等）

• 仮置場と地区集積所・戸別回収活用に関する事前の整理

• 発災後の仮置場の早期開設・運営のための関係事業者・団体との災害時支援協定の締結の推進

• 仮置場への搬入・搬出管理手法の標準化、デジタル化・DX化

• ごみ出し等支援（ごみ出し困難者（高齢者等）支援含む）に関するボランティアとの連携充実

• 処理困難な廃棄物の仮置場での分別に関する留意事項・取組事例の継続的な周知

• 平時における処理困難な廃棄物の各品目に関する市町村の取組の優良事例の整理・共有による横展開

• 関係事業者・団体等との連携による、平時及び災害時における処理困難な廃棄物に関する処理先の確保
に関する取組の推進

再生利用の推進 • 発災時におけるコンクリートがらの再生利用の円滑な実施の観点からの各種知見（再生資材の安全性確
保、需給時期のバランス調整、長期保管可能場所の確保等）の充実、関係省庁・機関等との連携、災害
廃棄物対策指針等への反映

• 他の品目の再生利用に関する事例・知見の集積・整理、事例集等への反映

広域処理体制の充
実

• 各都道府県における既存の廃棄物処理体制の把握（管内の廃棄物処理施設等の基礎情報（事業者、処理
能力、処理対象物、平時処理量、搬入物・搬入車両の受入条件等）の整理等）、災害廃棄物処理可能量
の推計、災害廃棄物処理計画等への反映

• 各都道府県における各種輸送手段の規模情報の把握（道路輸送：大型貨物車、海上輸送：船舶、鉄道輸
送：貨物コンテナ等）

• 都道府県内・都道府県間・地域ブロック間の広域処理の円滑化の観点からの自治体（市町村・都道府
県）における関係団体等との災害時支援協定の締結、協定内容の充実等

• 発災後の広域処理に関する各種調整の円滑化方策の実施（搬出元・輸送者・搬出先間の全体・個別調整
機能の確立、各種事務手続等の合理化、廃棄物処理法の災害時特例の更なる活用等）
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令和６年能登半島地震等の対応を踏まえた

今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性④

課題項目 今後の更なる災害対応力向上に向けた平時の対策の方向性（案）

公費解体の更なる
円滑化・迅速化

• 各種マニュアル等の必要に応じた改訂、自治体・関係団体等への周知

• 上記の各種マニュアル等を踏まえ、平時での自治体（市町村・都道府県）における公費解体業務の要綱
等の整備

• 発災時の自治体（市町村・都道府県）における公費解体計画の早期策定のための平時における災害廃棄
物処理計画の充実

• 被災自治体における公費解体計画（災害廃棄物処理実行計画）と復興計画との関係・連携に関する検討、
整理

• 二次災害防止等応急措置のため又は生活環境保全上支障のおそれのある緊急的な家屋等解体の調査・選
定や解体工事について、発災後速やかに実施するための体制・仕組み等の構築

• 発災後の公費解体申請の早期開始の観点から、罹災証明書の交付後、速やかに解体申請を受け付けるた
めの体制・仕組み等の構築

• 被災者等（２次避難先等からの遠隔申請を含む）の負担軽減の観点から、行政機関が保有する情報（被
災者情報、課税情報等）も活用した公費解体の申請書類・手続等の更なる合理化

• 発災後の公費解体申請から早期に解体工事を着手・実施する観点から、工事前調整や進捗管理等に必要
なシステム・実施体制の構築

• 全壊・半壊家屋の地図データの活用等、面的・効率的に解体を行う手法の確立

• 解体申請・各種調査、工事前調整、解体工事を適正、円滑・迅速に行う観点からの自治体（市町村・都
道府県）における関係団体等との連携体制の充実（災害時支援協定の締結、協定内容の充実等）

• 公費解体の円滑化・迅速化の観点からのデジタル技術・DXの活用

• 解体工事等に係る環境調査・環境対策（アスベスト等）との連携・対応

• 危険物施設等の損壊への対応（周辺環境調査、二次被害防止等）

• 家屋被害調査、損壊家屋等の修繕との連携（関係省庁等との連携）

• 平時における空き家対策との連携（関係省庁等との連携）・対応
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2-３ 巨大地震や集中豪雨等への
これまでの検討状況と課題

第２章 これまでの災害廃棄物対策の進捗と課題
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南海トラフ地震の概要

※中央防災会議 防災対策実行会議 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ

「南海トラフ巨大地震対策について（報告書）（令和７年３月時点）」より引用

南海トラフ地震の被害想定

○ 発生確率

・30年以内の発生確率80%程度

○ 最大震度、津波高

・震度７（149市町村）

・津波高３m以上（764市町村）

○ 死者数（東海地方が大きく被災するケース、冬・深夜）

・最大 約29.8万人

○ 全壊焼失棟数
（九州地方が大きく被災するケース、冬・夕方）

・最大 約235.0万棟 （住家・非住家の区分無し）

○ 経済的被害

・資産等の被害 ：約224.9兆円

・経済活動への被害 ：約  45.4兆円

【強震波形4ケースと経験的の震度の最大値の分布】

【全割れ全11ケースの最大包絡の津波高(満潮位からの津波の高さ)】
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首都直下地震の概要

※内閣府防災「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（平成25年12月）」

「（現行）首都直下地震に係る被害想定と首都直下地震緊急対策推進基本計画等（令和５年12月20日）」より引用

首都直下地震の被害想定 ○ 発生確率

・30年以内の発生確率70%

○ 最大震度、津波高

・震度７

・津波高１m以下

○ 死者数（冬・夕方）

・最大 約2.3万人

○ 全壊焼失棟数（冬・夕方）

・最大 約61万棟
（住家・非住家の区分無し）

○ 経済的被害

・資産等の被害 ：約47.4兆円

・経済活動への被害 ：約47.9兆円

※都心南部直下地震の数値を記載
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日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の概要

※内閣府防災「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書 説明資料（令和４年３月22日）」

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の 被害想定について 【定量的な被害量】 （令和３年 12 月 21 日）」より引用

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の被害想定

○ 発生確率

・30年以内の発生確率７～40%（千島海溝沿い）

○ 最大震度、津波高

・震度７

・津波高 約28m

○ 死者数（冬・深夜）

・最大 約10.0万人

○ 全壊焼失棟数（冬・夕方）（住家・非住家の区分無し）

・最大 約8.4万棟

○ 経済的被害

・資産等の被害

約12.7兆円

・経済活動への被害

約  4.0兆円

・震度６強

・津波高 約30m

・最大 約19.9万人

・最大 約22万棟

約25.3兆円

約  6.0兆円
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豪雨災害の概要

※気象庁ＨＰ「気候変動ポータル」より引用

⃝ 気象庁の観測データによると、日降水量200ミリ以上の大雨※を観測した日数は増加傾向（左下
図）

⃝ 気象庁が実施した将来予測においても、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出が高いレベルで続い
た場合の今世紀末のシミュレーションでは、ほぼすべての地域及び季節において日降水量が200ミリ
以上の大雨や、1時間当たり50ミリ以上の短時間の強い雨の頻度が増加し、ともに全国平均では
20世紀末の2倍以上になるという結果が得られており、今後更なる大雨リスクの増加が懸念される。 
（右下図）

※日降水量200ミリ：東京の平年の9月ひと月分の降水量に相当

・全国の日降水量200mm以上の大雨の年間日数の経年変化（1901年～2024年）

・棒グラフ（緑）は各年の年間日数を示す（全国51地点における平均で１地点あたりの値）。

折れ線（青）は５年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾

向）を示す。

※気象庁ＨＰ「特集 激甚化する豪雨災害から命と暮らしを守るために」より引用
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政府全体での検討状況

南海トラフ

◇災害廃棄物発生量推計
（火災による消失被害、津波堆積物含む）

最大４億２千万トン
出典:「南海トラフ巨大地震対策について（報告
書）（令和７年３月時点）」R7.3南海トラフ
巨大地震対策検討ワーキンググループ

◇災害廃棄物処理計画策定率
目標値

令和７年度60％
（全国の全市区町村）

南海トラフ地震防災対策推進基本
計画
（中央防災会議 R3.5 改）

被害想定
（南海トラフ巨大地震対策検討
    ワーキ ンググループ R7.3）

首都直下

◇災害廃棄物発生量推計
（火災による消失被害含む）

最大１億１千万トン
出典:「巨大災害発生時における災害廃棄物対
策のグランドデザインについて 中間取りまとめ」
H26.3 環境省

◇災害廃棄物処理計画策定率
目標値

100％に近づける
（１都３県の全市町村）

日本海溝・千島海溝

◇災害廃棄物発生量推計
（火災による消失被害、津波堆積物含む）

日本海溝モデル最大7,400万トン
千島海溝モデル最大4,000万トン
出典:令和６年度災害廃棄物対策推進検討会

◇災害廃棄物処理計画策定率
目標値

令和７年度70％に近づける
（推進地域の市町村）

南海トラフ地震に係る地震防災対
策の推進に関する特別措置法
（R3.5 改正）

首都直下地震緊急対策推進基本計
画
（中央防災会議 H27.3）

首都直下地震の被害想定と対策に
ついて（内閣府防災 H25 .12）

首都直下地震対策特別措置法
（H30  改正）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震に係る地震防災対策の推進に関
する特別措置法（R4.6 改正）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震防災対策推進基本計画
（中央防災会議 R4. 改定予定）

被害想定
（内閣府防災 R3.12）

これらの災害は、東日本大震災（災害廃棄物発生量：3,100万トン）を大きく上回る大量の災害廃棄物が発生
する可能性があり、平時の備えとしてこれらの規模を想定した災害廃棄物対策を行う必要がある
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３-１ 自治体における災害廃棄物処理計画等
及び災害支援協定の充実

第３章 今後の巨大地震や集中豪雨等の発生に備えた
更なる災害廃棄物対策の方向性と取組事項
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災害廃棄物処理計画の策定状況

※1.第５次循環型社会形成推進基本計画に基づく2030年度目標（都道府県：100％ 市区町村：100％）

※4.平成25年度以前は市町村の策定率のみ調査を実施 ※5.データの取得時点は各年度末

※2.国土強靱化年次計画2023に基づく2025年度目標（市区町村：85％）

※3.第４次循環型社会形成推進基本計画に基づく2025年度目標（都道府県：100％ 市区町村：60％）

◼ 市区町村の処理計画策定率は年々上昇している。

◼ 市区町村の策定率が当初目標の60%を超えたことから、国土強靱化年次計画にて令和
７年度85%と目標を見直した。また、第５次循環型社会形成推進基本計画にて令和
12年度100％の目標を設定。新目標の達成に向けて自治体への支援を促進している。

6%

43%

57%

85%

98% 98% 100% 100% 100% 100%

8% 9%

21%
24%

27%

39%

51%

65％

72%

80%

86%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

策
定
率

都道府県(47)
市区町村(1741)

※１
市区町村目標値（2030年度目標）

※３

都道府県目標値

市区町村目標値（2025年度目標）

145 148

364 412

3

20

※４,5

475

40

27

46

674

46

889

47

1131

47

1256

47

1391市区町村目標値
（国土強靱化年次計画 2025年度目標）

※２

47

1489

今後の
施策課題

• 未策定自治体における計画策定促進
• 策定済み自治体における必要に応じた実効性のある計画への改訂促進
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89

自治体の災害廃棄物対応の振り返り

令和５年度の災害において比較的大きな被害を受けた自治体及び令和６年能登半島地震で甚大な被

害を受けた石川県内の自治体においては、いずれも処理計画を策定済みであった。

処理計画未策定の自治体のうち、約９割が人口３万人未満の自治体であり、マンパワー不足や専門
知識の不足により※処理計画策定が進まない実態がある。また、北海道、東北ブロックの策定率は、
全体平均の86％を下回っている状況にあり、特に、南海トラフ巨大地震及び日本海溝・千島海溝周辺
型海溝型地震の防災対策推進地域を中心に、早急に処理計画策定を進める必要がある。

処理計画策定済みの自治体では、処理計画に基づき、県有地を活用して仮置場を開設し災害廃棄物
の受入れが行われた。

一方で、令和5年度の災害において、某市では街中に排出された災害廃棄物の収集について、処理
計画では県や近隣市町村への支援要請が考慮されており、民間事業者の活用には触れられていなかっ
た。そうした自治体では、発災時に民間事業者による収集開始まで時間を要し、街中に災害廃棄物が
滞留した。

災害廃棄物処理計画策定済みの自治体

災害廃棄物処理計画未策定の自治体

※ 一般廃棄物処理事業実態調査より(詳細は本資料P.34を参照)

◼ 仮置場設置等の初動対応を迅速に行うため、事前に処理計画を策定しておくことが重要である。

◼ 加えて、初動時に対応が滞る事項について盛り込み、より実効性の高い処理計画に見直していくとと
もに、自治体内で発災時に速やかに対応できるよう訓練や研修等による実践力の向上が必要である。
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災害支援協定締結

2022年度 2021年度 2020年度

災害廃棄物処理に関する民間事業者
との協定締結の割合

市町村 62% 市町村 60% 市町村 55%

支援策

• 民間事業者団体等との災害支援協定に「仮置場の管理・運営」を明示しておくことで実際に効果の
あった優良事例を「災害廃棄物対策グッドプラクティス集」に掲載した。引き続き、地方環境事務
所や都道府県の研修等において、周知する。

＜災害廃棄物対策グッドプラクティス集＞

※ 災害時の廃棄物及びし尿の処理について民間事業者との協定のある市区町村の割合（非公開含む）
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３-３ 損壊家屋等の解体工事実施体制の
早期確立

第３章 今後の巨大地震や集中豪雨等の発生に備えた
更なる災害廃棄物対策の方向性と取組事項
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公費解体の主な取組状況等

9292

公費解体の主な取組状況、進捗状況

公費解体の申請手続等の円滑化

• 申請書類の合理化についてマニュアル等の策定・改訂を行い周知

• 建物性が失われた家屋等は関係者全員の同意取得を不要とし、登記官によ
る職権滅失登記や土地家屋調査士の協力等により、申請手続を簡素化

工事前調整の円滑化･効率化による解体工事発注の加速化

• 工事前調整の効率化や補償コンサルタントの体制確保・強化

解体見込見込棟数の見直し（令和7年1月31日に公費解体加速化プランを改定。）

• 解体見込棟数の見直し(32,410棟⇒39,235棟) 

• 引き続き、原則として、解体完了は令和7年10月、災害廃棄物の処理完了
は令和8年3月を目標                                              

• 解体ピーク時の解体工事体制の拡充・強化（ピーク時1,200班体制）

主な取組状況 進捗状況

約20m

令和６年
4月末

5月末 6月末 7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末
令和７年
1月末

2月末
3月31日
時点

申請棟数 10,279 16,971 21,767 25,212 28,200 30,040 31,865 33,411 34,839 36,304 37,188 38,825

解体実施棟数※1 316 1,277 3,116 6,389 10,149 14,512 19,131 23,161 27,547 29,504 30,857 32,213

(うち完了※2) 178 466 1,076 2,188 3,396 5,096 7,734 11,020 14,152 17,112 18,944 22,485

※1 解体実施棟数（累計）には発注数を含む ※2 自費解体及び緊急・公費解体の合計棟数

解体率
※3約57.3%

（解体申請棟数に対して約57.9%）
(累計：3月31日時点)

降雪影響

令和6年12月末までの中間目標
（約12,000棟解体完了）※4を達成

※3 解体見込棟数（39,235棟）に対する解体棟数の割合
※4 中間目標は令和６年８月公表の公費解体加速化プランにて設定
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家屋等の所有権に関する慎重な配慮・検討

✓ 所有権は憲法で認められた国民の権利であり、大規模災害時であっても非常に慎重な配慮が必要
✓ 前回の事務局からの説明にあったように、今回の能登半島地震への対応で法務省・環境省が連携して事務連絡を発
出し、公費解体の事務手続がかなり円滑化されたものと評価

✓ その上で、巨大災害時であっても、建物性を有している損壊家屋等は、その所有権等が尊重されるべき。また、建
物性が失われている倒壊家屋等に関しても、例えば二次災害等のおそれがある場合の所有権等の取り扱いについて、
既存の制度との整合性の確保などの観点から相当慎重な検討が必要

※災害廃棄物対策推進検討会における議論
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公費解体・撤去マニュアルの策定・改定

◼能登半島地震により損壊した家屋等の大量の解体が見込まれることから、被災市町村における事務が円
滑に実施されるよう、留意すべき事項や参考となる情報等を整理した「公費解体・撤去マニュアル」を策定。
 - 損壊家屋等を公費解体・撤去する際の手順や留意点

 - 所有者不明の損壊家屋等の解体にあたって活用できる制度の概要

 - 公費解体に係る取扱いについての質疑応答

◼申請書類の合理化や補助対象の考え方等について、現場での課題や要望を踏まえて４度にわたり改訂
を実施。

⚫ 1月29日 公費解体・撤去マニュアルの策定

⚫ 2月21日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第２版）

⚫ 3月26日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第３版）

⚫ 4月15日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第４版）

⚫ 5月28日 環境省・法務省事務連絡の発出 【P7】

⚫ 6月5日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第５版）

⚫ 8月26日 「自費解体（解体費用の立替えと払戻し）の手引き」の策定

• 損壊家屋等の解体に係る法的整理について参考資料に追加

• 公費解体の申請書類の考え方を追加
• 家屋内に残置された家財・家電等の撤去の考え方を質疑応答集に追加 等

• 所有者不明建物管理制度の活用について追加
• 所有者全員の解体の同意が取れない場合の留意点について事例紹介を追加
• 応急修理制度と公費解体制度の併用について質疑応答集の記載を修正 等

• 5月28日付け事務連絡を踏まえた記載の追加
• 解体の際の隣地使用に関する留意点の記載の追加

公費解体・撤去マニュアル第５版 目次

はじめに

１．損壊家屋等の解体・撤去に係る手順・留意点等
（１）公費解体の受付体制等の検討
（２）業者との契約
（３）緊急に解体を要する場合の留意点
（４）工事発注のための積算を行う際の留意点
（５）解体工事における石綿の飛散防止に関する留意点
（６）境界標等の保存に関する留意点
（７）公費解体の申請書類の考え方
（８）解体の際の隣地使用に関する留意点

２．損壊家屋等の解体・撤去等に係る関係者の同意の取得等に関する
手順等
（１）倒壊家屋等の解体に係る考え方・手順等
（２）倒壊家屋等以外の損壊家屋等の解体に係る考え方・手順
（３）所有者不明の損壊家屋等の解体
（４）関係者の同意の取得等に関する留意点

３．費用償還
（１）利用前の留意点
（２）利用に当たっての留意点
（３）費用の償還請求に関する留意点

４．体制の整備

５．質疑応答集

参考資料

関係事務連絡

令和６年
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ン
に

業
務
を
依
頼

⚫

補
償
コ
ン
が
解
体
申
請
の
あ
っ

た
全
て
の
家
屋
等
に
つ
い
て
現

地
調
査
を
実
施

⚫

補
償
コ
ン
が
申
請
内
容
や
関
連

資
料
、
現
地
調
査
の
結
果
等
に

基
づ
き
、
調
査
票
等
を
作
成

⚫

補
償
コ
ン
が
、
該
当
家
屋
等
の
所

有
者
、
解
体
業
者
と
日
程
調
整

⚫

所
有
者
・
解
体
業
者
・
補
償
コ
ン

の
三
者
で
現
地
立
会

⚫

市
町
職
員
が
、
解
体
工
事
発
注

（
支
出
負
担
行
為
）
を
行
う
た
め

の
契
約
手
続
き

⚫

解
体
業
者
が
解
体
工
事
の
準
備

⚫

市
町
職
員
が
、
解
体
工
事
完
了
に

基
づ
い
て
、
協
会
へ
支
払
（
支
出

決
定
）
手
続
き

建物性が失われた倒壊
家屋等の対応

共有者全員の同意取得

工事前調整の体制確保、円滑化・効率化 自費解体の促進

宿泊地の確保

解体工事体制の強化

仮置場の追加確保

広域連携の推進

事務応援体制

支払いの円滑化

申請受付の円滑化

公費解体の主な課題（全体像）

公
費
解
体
の
流
れ

主
な
課
題
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共有者全員の同意取得①

相続登記がなされていないなどにより共有者が複数存在し、共有者全員の同意取得が困難な場合が一定
数存在すると考えられる。

共有者全員の同意取得

✓ 令和６年５月28日に法務省と連名で次の内容の事務連絡を発出（概要：次頁）。
※「公費解体・撤去マニュアル」を令和６年６月に改訂（第５版を策定）

ケース 対応

倒壊家屋等の場合 【滅失登記が行われた倒壊家屋等】
• 関係者全員の同意がなくても公費解体・撤去を進めることが可能

【滅失登記が行われていない倒壊家屋等】
• 市町村が建物性が失われていると判断した場合には、関係者全員の同意がなくても公

費解体・撤去を進めることが可能
※建物性の判断をするに当たり、土地家屋調査士の協力を得ることが可能

上記以外の損壊家
屋等の場合

• 所有者等又はその所在が判明しない場合には、司法書士会の協力も得て、民法の所
有者不明建物管理制度を活用
※市町村が利害関係人として地方裁判所へ申し立てを行う際に必要となる管理費用につい

て、公費解体が施工される場合は、解体に必要な委託費として、補助事業の対象となる

• さらに、共有者等の意向を確認することが困難な場合、所有権等に関する紛争が発生
しても申請者の責任において解決する旨の書面（いわゆる宣誓書方式）の活用により
申請が可能であり、積極的に活用いただきたい
※自費解体の費用償還においても上記、宣誓書方式の活用が可能

✓ 今般の公費解体においても、宣誓書方式が活用されていると承知している。
✓ なお、過去の災害時においても一部の自治体※※において宣誓書方式が活用されているが、訴訟事例について、

環境省には報告は上がっていない。
※※仙台市（東日本大震災）、熊本市（平成28年熊本地震）、倉敷市（平成30年７月豪雨）
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共有者全員の同意取得②
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共有者全員の同意取得③
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３-４ 大量に発生する災害廃棄物の
処理体制の早期確立

第３章 今後の巨大地震や集中豪雨等の発生に備えた
更なる災害廃棄物対策の方向性と取組事項
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大規模災害時における既存の民間廃棄物最終処分場の活用イメージ案

民間所有の
廃棄物最終処分場

• 災害時には様々な種類の廃棄物が一度に大量に発生。被災地域の速やかな生活再建等に資するためには、
廃棄物の適正な処理を確保しつつ、災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理することが大原則

• 大規模災害時においても分別、再生利用等が行われ、可能な限り災害廃棄物が減量された上で最終処分場
に埋め立てられることが必要

• 他方で、地域によっては最終処分場が平時においても逼迫していることから、大規模災害時に備え、緊急
性や公共性等に鑑み、既存の民間廃棄物最終処分場の活用が重要

※大規模災害が発生した際には、平時における一般廃棄物の処理と並行して、
災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理のために、最終処分場を活用

2022年度末時点の全国市町村が
所有する一般廃棄物最終処分場の
残余容量は96,663千㎥、残余年
数は約23.4年

大規模災害時に備え、市町村による
災害廃棄物の受入容量の事前確保

大規模災害時における既存の
民間廃棄物最終処分場の活用
に向けて、必要な制度・支援
措置を図る

最終処分場の残余容量及び残余年数の推移
（一般廃棄物）（令和４年度末時点）

最終処分場の残余容量及び残余年数の推移
（産業廃棄物）（令和３年度末時点）

2021年度末時点の全国自治体及
び民間事業者が所有する産業廃棄
物最終処分場の残余容量は1.71
億㎥、残余年数は約19.7年
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３-５ 被災自治体等の災害廃棄物処理の
支援・受援体制と横断的支援機能の早期確立

第３章 今後の巨大地震や集中豪雨等の発生に備えた
更なる災害廃棄物対策の方向性と取組事項
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災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）の登録状況

◼ 令和５年度当初の支援員の登録数は、都道府県・市町村ともに令和４年度より減少して
いた。能登半島地震の発災後、環境省から働きかけを行い、令和７年２月末時点では計
353名に増加した。

◼ 災害時に被災自治体のニーズに応じた支援を迅速に行えるよう、引き続き支援員の質・
量の確保が重要である。

人材バンク支援員登録数の推移

（人）
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自治体

➢ 災害廃棄物処理実行計画の策定等に対
する技術支援

➢ 災害廃棄物の広域処理の実施スキーム
の構築、処理施設での受入れ調整 等

要請

復旧・復興
対応支援

活動支援活動支援

要請

地域ブロック協議会

協力
要請

地方環境事務所

➢ 一次仮置場の確保・管理運営、処理困難
物対応等に関する現地支援

➢ し尿や生活ごみ、避難所ごみ、片付けご
み等の収集・運搬、処理に関する現地支
援 等

初動・応急
対応支援

災害廃棄物処理支援ネットワーク支援の仕組み

環境省
（事務局）
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災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）のメンバー及び活動実績

メンバー（令和６年10月時点）
初動・応急対応 復旧・復興対応

（１）研究・専門機関
（研究機関・学会）
○（国研）国立環境研究所
○（一社）廃棄物資源循環学会
○（公財）廃棄物・3R研究財団
 （専門機関）
○（一財）日本環境衛生セン

ター
○（公社）日本ペストコント

ロール協会
○（公社）におい・かおり環境

協会
○（公財）自動車リサイクル促

進センター

（２）一般廃棄物関係団体
（自治体）
○（公社）全国都市清掃会議
（民間）
○全国一般廃棄物環境整備協同

組合連合会
○全国環境整備事業協同組合連

合会
○（一社）全国清掃事業連合会
○（一社）日本環境保全協会

（１）研究・専門機関
（研究機関・学会）
○（国研）国立環境研究所
○（公社）地盤工学会
○（一社）廃棄物資源循環学会
（専門機関）
○（一財）日本環境衛生センター

（２）廃棄物処理関係団体
○（一社）環境衛生施設維持管理業協会
○（一社）持続可能社会推進コンサルタ

ント協会
○（一社）セメント協会
○（公社）全国産業資源循環連合会
○（一社）泥土リサイクル協会
○（一社）日本環境衛生施設工業会
○（一社）日本災害対応システムズ

（３）建設業関係団体
○（公社）全国解体工事業団体連合会
○（一社）日本建設業連合会

（４）輸送等関係団体
○日本貨物鉄道株式会社
○日本内航海運組合総連合会
○リサイクルポート推進協議会

活動実績
発生年月 災害名

平成27年9月 平成27年９月関東・東北豪雨

平成28年4月 平成28年熊本地震

平成28年9月 平成28年台風第9,10,11号

平成28年10月 平成28年鳥取中部地震

平成28年12月 平成28年糸魚川市大規模火災

平成29年７月 平成29年７月九州北部豪雨

平成30年６月 平成30年大阪府北部地震

平成30年７月 平成30年７月豪雨

平成30年９月 平成30年北海道胆振東部地震

令和元年８月 令和元年８月の前線に伴う大雨

令和元年９月 令和元年台風第15号

令和元年10月 令和元年台風第19号

令和2年7月 令和2年７月豪雨

令和3年8月 令和3年８月豪雨

令和4年８月 令和４年８月大雨

令和４年9月 令和４年台風15号

令和5年7月 令和５年７月15日からの大雨

令和5年9月 令和５年台風第13号

令和6年1月 令和６年能登半島地震

令和6年9月 令和６年９月20日からの大雨

（五十音順）
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専門支援機能

被災自治体の横断的調整支援を行う専門支援機能のイメージ案①

【被災が大規模な巨大地震・集中豪雨における公費解体・災害廃棄物処理全体の事務調整】
• 巨大地震･集中豪雨により非常に多くの家屋等が被災し、大量の公費解体・解体廃棄物が発生する場合

を想定。
• 公費解体（申請受付～解体工事）から災害廃棄物処理に至る各種手続・調整の工程等が多く、業務を担

う関係事業者が多岐かつ非常に多い一方で、被災自治体の部署・職員にとって初めての業務になること
が多く、経験・知見・人材が蓄積されておらず、調整・連携体制の構築･運営に多くの負荷・時間を要
する。

• これら多岐にわたる調整･連携を横断的に支援する専門機能を設けることで、被災自治体における円
滑・迅速な公費解体・災害廃棄物処理の体制構築・運営を推進。

申請受付 工事前調整 解体工事 廃棄物処理

他自治体

行政書士等 補償コン 解体事業者 廃棄物事業者

被災者 被災自治体（市町村／都道府県※）
応援職員

派遣

現状

対策
イメージ案

被災者 被災自治体（市町村／都道府県※）

他自治体

※地方自治法に基づき市町村から都道府県へ事務委託を行う等の場合

環境省
技術

支援等

環
境
省

技術
支援等

他自治体等

広域
処理

他自治体等

広域
処理

応援職員
派遣

派遣調整

派遣調整

委託 委託

委託 委託 委託

委託 委託

行政書士等 補償コン 解体事業者 廃棄物事業者

委託

派遣調整 派遣調整 派遣調整 派遣調整
派遣調整

派遣調整 派遣調整 派遣調整 派遣調整 派遣調整
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派遣調整 派遣調整

専門支援機能

現状

【被災が都道府県･市町村を跨ぐ広範囲な巨大地震・集中豪雨における人的･技術支援調整】
• 被害が広範囲に渡る巨大地震や、日本列島を縦断する台風や線状降水帯等により各地で同時期に発生す

る集中豪雨による被害が発生した場合を想定。
• 全国各地の被災自治体（市町村･都道府県）から公費解体・災害廃棄物処理の各種業務に関する人的・技

術支援ニーズが集中し、DWN支援団体及び人材バンク支援員との調整や受援側（被災自治体）のニーズ
把握やマッチング・派遣調整に多くの時間を要し、早期支援に関する支障が懸念される。

• これら多岐にわたる調整を横断的に支援する専門機能を設けることで、被災自治体への人的・技術支援
の円滑・迅速なマッチング・派遣を促進。

環境省

DWN

被災自治体

被災自治体

被災自治体 被災自治体

被災自治体

対策
イメージ案

人材バンク DWN

被災自治体

被災自治体

被災自治体 被災自治体

被災自治体

人材バンク

派遣調整

支援ニーズ把握、マッチング・派遣 支援ニーズ把握、マッチング・派遣

・・・ ・・・

被災自治体の横断的調整支援を行う専門支援機能のイメージ案②

環境省

派遣調整派遣調整派遣調整
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